スウェーデンにおける近代会計学の形成(1)-概観(1900年より1945年まで)- by 大野,文子
1スウェーデンにおける近代会計学の形成
　　　　　　　　　　　　　（1）
概観（1900年より1945年まで）
大　野　文　子
　　　　　　　　　　　　　目　　次
　　　　　　　　　　　一はじめに一
1．スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成（本号）
2．スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成の主要な契機
3。スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の一環としての近代会計
　学の形成
　一その主たる担い手としてのOskar　Sill6n及びAlbert　ter　Vehnの役
　割を中心として一
　　　　　　　　　　　一む　す　び　に一
はじめに
　スウェーデンが遅れた近代化工業化過程を一先ず達成し、たとえ微力
な小国としてであれ、近代工業諸国家の一員として国際社会に一定の地
位を占めるようになったのは、およそ19世紀末葉より20世紀初頭であっ
た。
　スウェーデンにおける近代会計学が、さしあたりは商業技術論、もっ
と後には企業経済学の一環として台頭したきたのは、この時期であった。
　本稿は、同国における商業技術論／企業経済学の一環としての近代会
計学の台頭・生成・発展に関する大まかな輪郭を提示することを主題と
2する。
　スウェーデンの近代会計学が、同国の商業技術論／企業経済学の一環
として台頭・生成・発展してきたという事実に鑑みて、さしあたり本稿
は、同国における商業技術論／企業経済学の形成の過程を、大まかに一
瞥することより出発する。それは、19世紀末葉より20世紀初頭に商業技
術論／企業経済学の学問的な性格をめぐる論争より出発し、この領域に
おける教育・研究機関として先導的役割を果たした「ストックホルム商
科大学」（Handelsh6gskolan　i　Stockholm、の設立（1909年）とその後同
大学をモデルに後発大学として出発した「イェテボリィェ商科大学」
（Handelsh6gskolan　i　G6teborg）の設立（1920年）を経て、更に1930年代
前半にはストックホルム商科大学における旧来の商業技術論という名称
より企業経済学という名称への変更を契機に、名実共に、経済学とは相
対的に独立した教育・研究対象の新しい領域として市民権を賦与され、
以後、第2次世界大戦の終息まで、量的・質的な拡大と充実・深化を遂
げた。本稿の第1節は、スウェーデンで両大学の設立に先立って19世紀
末葉頃に同国で行われていた初期高等商業教育・研究の台頭を概観する
ことより出発して、スウェーデンの近代的な商業技術論／企業経済学に
関する主要な教育・研究機関であるストックホルム商科大学とイェテボ
リィェ商科大学における設立以来第2次大戦までの高等教育・研究の動
向を探り、同国の近代会計学の形成の過程を明らかにするための手掛か
りとする。第2節は、それを踏まえて、スウェーデンの商業技術論／企
業経済学の形成の過程でそのその主要な源泉・契機となった若干の要因
について概観する。それは、スウェーデンにおける商業技術論／企業経
済学の一環としての近代会計学の形成のそれとも基本的な点で深い関係
を持つからである。第3節は、更にそれらを前提として、一方では、ス
ウェーデンの近代会計学の形成上、先導的な役割を果たしてきたストッ
クホルム商科大学を拠点に、教育・研究を担ってきた幾人かの教育・研
究者の中でも最も主要な担い手であったOskar　Sill6nの、他方では、同
3大学に対しては後発大学として出発しながらもいわゆる後発性の利益を
享受しつつ、それなりにスウェーデンにおけるこの種の領域の教育・研
究機関の主要な一翼として機能してきたイェテボリィェ商科大学の教
育・研究の基礎を築いたAlbert　ter　Vehnの、教育・研究上の役割を概
観する。本稿でこのような主題を設定した主たる理由は、スウェーデン
は、本稿で問題とする期間を通じて達成した一定の経済的・政治的・社
会的な成果の上に、第2次世界大戦後、いち早く、代表的ないわゆる「混
合経済」型の福祉国家の一つとして、様々な政策の策定とその実現に向
けて歩みだしたこと、そして同国は、1970年代前半の国際的な危機の到
来によってその政策の実現のための大前提であった経済成長の低落傾向
の途を余儀なく辿るようになったとしても、本稿で問題とする期間に策
定し実施してきた諸政策とそれを支える基本的な理念は、今もなお、依
然として形を変えながらも、その底辺を支えていること、この期間に胎
動し生成・発展してきたスウェーデンの経済的・政治的・社会的な動向
に対して、同国の商業技術論／企業経済学したがってまたその一環とし
ての近代会計学が、どのように関わり、どのような役割を果してきたか
ということを解明する支柱の一つとしたいからである。
　なお、上記のように、商業技術論という言葉は、1930年代前半より企
業経済学という言葉にとって代わられたが、本稿では、商業技術論／企
業経済学という表現を、些か暴挙であることを承知の上で、執筆上の便
宜性という理由で敢えて使用している。とはいえこの名称変更に至るま
での経過を想起するとき、この名称変更は、単なる呼称の問題を超えて
た問題をそこに含んでいるだけに、本来的には峻別されるべきであろう。
41．スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成
（1）初期高等商業教育・研究の台頭
　スウェーデンにおいて商業技術論／企業経済学したがってまたそこで
の簿記・会計問題上の諸問題が、多少でも教育・研究上の課題として浮
上するようになる時期は、18世紀まで逆上ることができるω。それは、同
国の外国貿易の発展、外国貿易の発展に伴う国内手工業と農業の発展を
背景とした諸都市の台頭とその生成・発展、更にはこのような外国貿易
の発展に随伴する諸都市の台頭とその発展に呼応した商人階層の台頭と
発展などを背景としていた。同国の外国貿易は、13世紀以来かのヴァイ
キングの活動を契機として、14・15世紀には鉄・銅・毛皮及び皮革・バ
ターなどの輸出取引を中心として開始し、次第に活発化するのに伴って
16世紀末葉までハンザ同盟諸都市特にリューベックとダンツィヒの強大
な支配力の下に営まれ、17世紀にはスコットランド及びネーザーランド
の商人の商業活動の影響に晒された。そしてハンザ諸都市の衰退後、ス
ウェーデンは、かの偉大なる帝国の時代に終焉を告げ、自由の時代を迎
える18世紀20年代から同世紀末葉の変動期を経て19世紀初頭に入るま
で、主としてイギリス及びフランスとの交易関係を通じてそれを維持し
てきた。外国貿易の発展に伴う国内手工業及び農業の発展を背景とした
諸都市の台頭と発達は、17世紀以来、とりわけさしあたりはストックホ
ルム市を中心に開始し、18世紀60年代以後はイェテボリィェ市の飛躍的
な発展となり、19世紀とりわけその後半には両都市のみならず同国全体
にわたる急速な都市化の進展となった。このような外国貿易の発展・そ
れに随伴する都市の台頭・それに呼応する商人の台頭と発展は、さしあ
たりは14世紀の50年代に開始する都市法の制定と15世紀におけるその強
化、16世紀及び17世紀に徐々に開始する商人集団の形成、18世紀70年代
5以来19世紀初頭までの卸売商及び小売商（記帳係を含む）を中心とした市
民グループの形成とそれ以後19世紀末葉に至るまで持続するかれらの勢
力の拡大・発展などに繋がっていった②。とはいえ商業技術論／企業経済
学が、経済学上の諸問題とは相対的に独立した固有な研究領域を形成し、
教育・研究上の対象として、様々な教育・研究機関で本格的に取り上げ
られるようになったのは、およそ20世紀初頭であった。
　既に19世紀末葉に着手されていた同国における高等商業教育の制度的
な整備は、1870年代より本格的に開始した同国の近代的な工業化過程の
進行に伴って、新しい近代的なビジネスマンの育成を求める産業界の要
請によるものであった。早くも1864年に、同国の当時の卸売商Fran
Shartauの主導性の下に設立された「フランツ・シャルタウス実業商業学
校」（Franz　Schartaus　Praktiska　Handelsinstitut）は、ビジネスマンが、
同国の内外で営業活動をすることができるように、商業界に関する実践
指向的な知識を賦与することを目的として、教育期間1年のカリキュラ
ムに簿記（決算を含む簿記原理及び株式会社簿記概論）及び一般事務論を
導入した（3）。この学校の設立資金は、Franz　Schartausが、ストックホル
ムの商人界（Stockholms　k6pmanskar）を破壊させるような、1857年の
「深刻ではあるが短期的な景気の低落」（4）である経済的な危機を回避す
ることに尽力・成功したことに対して、ストックホルム商取引所
（Stockholms－b6rsen）の会員が、感謝の印として拠出した資金によって
調達されたcf・。
cf．ここでこの商業教育・研究機関に特別な注意を払い、若干の補足説明を加え
る理由は、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の近代的な形成したがって
またその一貫としての簿記・会計学の生成・発展の主要な担い手として問題に
なるOskar　Sill6n（1883－1965年）が、この機関の卒業生であるからである。
　この商業教育・研究機関は、後述のように、1826年に設立され、以後「スト
ックホルム商科大学」（Handelsh6gskola　i　Stockholm）の設立（1909年）頃ま
で、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成のいわば「前史」に
6おける分岐点となった「イェテボリィェ商業アカデミー」（G6teborgs　Handel・
sinstitut）　この教育・研究機関の委細については後述一の影響の下に、19
世紀後半にスウェーデンの各地にみられる各種の高等商業教育・研究機関の設
立という一連の動向に沿うものであった。同校は、そのような教育・研究の一
環として設立された。同校の学生数は、設立当初には28名、その後3年間は、
22名より26名程度、1869－1870年の学期には急増して44名、その後1887－1888
年の学期にも再度、急増して63名、以後1892年まで減少して32名、だがまた1892
－1893年の学期には増加して60名であった。この教育・研究機関の学生数は、
このように、時折、変動したが、概して増加傾向にあり、20世紀初頭頃廃校と
なる時期には161名であった。この教育・研究機関の運営は、その存立の全期間
を通じて「ストックホルム卸売協会」（Grosshandelssocieteten　i　Stockholm）
が担当した。1894年以後国家は、この商業教育・研究機関並びにイェテボリィ
ェ商業アカデミーに対して、資金援助を開始した。その目的は、一部の学生達
に対する学費免除或いは学費引下げであった。ストックホルム卸売協会は、学
生の学費によって賄うことのできない教育・研究上の諸費用を負担したのであ
る。当初、その教育・研究は、専任教員と非常勤講師が担当した。1907－1908
年の学期には教育・研究は、専任教員が不在となったため、23名の非常勤講師
が担当した。最初の専任教員は、卸売商Nils　Kemmerであった。教育期間は、
設立当初の幾年かは1年制コース、1871年から一部2年制コースとなった。何
れの教育期間の場合でも教育・研究の内容は、同一であり、学生達が1年制コ
ースで直接に勉学する場合、かれらは、より高度な基礎教育を必要とした。と
はいえ同校の設立当初の基礎教育は、一貫的でも体系的でもなく、その水準も、
相対的に低かった。同校の教育・研究の水準が、1862年以来のイェテボリィェ
商業アカデミーのそれと同一程度に引上げられたのは、1867年からであった。
1894－1895年には教育期間の1年制コースと2年制コースは、完全に分離され
た。同校がカリキュラムに組み込んだ科目もまた、イェテボリィェ商業アカデ
ミーのそれと非常に類似していた。（Elving　Gunnarson，　FrSn　Hansa　Till
Handelsh6gskola，　Svensk　ekonomundervisning　fram　till　1909，　Uppsala，
ss．220－221．）同校は、その設立以来、時代の要請に応えるべく、しばしば、カ
リキュラム改定の作業を反復した。因みに言えば、1902－1903年の学期では、
各週、簿記及び一般事務6時間、商業学（Handelslara）1時間、語学14時間（英
語・ドイツ語・フランス語・スウェーデン語）、数学1時間、商業地理1時間、
国民経済学2時間、商品学（varukunskap）3時間、政治学及び商法2時間、習
字1時間を必須科目とした。その他には、各週、スペイン語・ロシア語と速記・
タイプなど6時間以上を任意選択科目した。簿記原理の内容は、決算手続を含
7んだが、株式会杜簿記の内容は、総括的・一般的な概観を紹介するに留まった。
そしてこの科目の実際的な訓練は、簿記に関する諸文書と諸通信文を筆写する
ことを通じて習得していく方式をとった。商業学は、売買、売買・商業という
職業に関連した基礎的な職業訓練の習得（例えば、代理店・不動産ブローカー・
手数料商人・運送業者の機能の説明や市場報告・各種相場表の取扱方など）、国
際貿易に関わる実際的な問題（例えば外貨取引・為替相場及び関税問題・自由
港・貨物輸送・海上保険などの諸問題）を対象とした。語学は、文法・商業文・
会話が中心であった。数学は、俗に商業数学と言われていたもの（例えば、利子
と割引料の計算・為替関連計算など）を中心としていた。（Eva　Wallensted，
Oskar　Sill6n，　Professor　och　Praktiker，　Uppsala，1988，　ss．66－68．）カリキ
ュラム上、この商業教育・研究機関とイェテボリィェ商業アカデミーとの注目
するべき唯一の相違は、外国語に関してこの教育・研究機関は、フランス語を、
イェテボリィェ商業アカデミー程には重視しなくなり、逆にドイツ語を重視す
るようになったこと、またこの教育・研究機関は、簿記（bokf6ring）の教育・研
究をイェテボリィェ商業アカデミーより一層重視したことであった。
　スウェーデンにおけるこのような初期商業教育・研究機関が、同国における
高等商業教育・研究の対象となり、その本格的な取組が開始するのは、「ストッ
クホルム商科大学」（Handelsh6gskola　i　Stockholm）の設立まで侯たなければ
ならなかった。（Elving　Gunnarson，　F6retagsekonomins　Ursprung，　Reprint
Series　1990／1，　F6retagsekonominska　Institutionen　Vid　Uppsala　Univer－
sity　，　s．56．）
　フランツ・シャルタウ実業商業学校は、上記のように、スウェーデン
の商業技術論／企業経済学の生成と発展にとって非常に多大な足跡を残
したOskar　Sill色n（かれは、1883年ウップサラに生誕、1903年同校を卒
業）を輩出した教育・研究機関であった。この学校の開設以後およそ20余
年後に、「スウェーデン国民輸出協会」（Sveriges　Allmanna　Exportf6ren－
ing）は、1887年に開催した会議で新たに高等商業学校の増加と改良を提
案し、この提案をうけた商務省（Kommerskollegium）は、調査委貝会を
設立し、1891年に計画的・組織的な高等商業教育・研究が、当時のスウ
ェーデンにおいて益々要請されと説いていたのであった。「より高度な商
業教育」（en　h6gre　handelsutbildning）（51を要請するこのような実業界の
8動向に呼応して、早くも1890年代には、1825年設立の「科学技術協会」
を起源とする「ストックホルム王立工科大学」（Kungliga　Tekniska
H6gskolan　i　Stockholm）（1877年設立）が、また1905年には、偉大なる帝
国の時代から存立してきた「ルンド大学」（Lunds　Universitet）（1668年
設立）が、そのカリキュラムの一環に簿記（bok・f6ring）を導入した（6）。前
者の単科大学は、それを任意選択科目として、後者の総合大学は、一般
に商業技術論或いは企業経済学というような領域の教育・研究が、果し
て総合大学の正規の教科目として存立しうるかという、商業技術論／企
業経済学の存立の根幹に触れるような基本的な問題をめぐる激しい論争
の後に、それを教育・研究の一対象として、正規のカリキュラムの中に
組み入れたのであった。シャルトウ実業商業学校の設立以来この間、お
よそ40年もの歳月が流れていた。そして同国における高等商業教育・研
究の制度的な整備という初期のこれらの試みの後をうけて、1909年にこ
の問題について本格的に取組み、積極的・指導的な役割を当時も今も果
たすようになる、かのストックホルム商科大学が設立されたのであった。
　スウェーデンにおいて商業高等教育・研究が、専門的・制度的な教育・
研究機関によって着手され、本格的に開始するまで相当な歳月を要した
のは、何よりもかかる領域を「総合大学の表看板」（en　g6kunge　vid
universiteten）」（7）としてかかげることが、果して妥当であるか否かとい
う、当時の同国に流布している一般的な風潮がその主要な阻害要因とな
っていたからであった。例えば、国家が、500krの補助金で上記のルンド
大学に簿記課程の導入を提案したとき、同校の一教授は、この領域は「余
りにも実務指向的」（en　allt　f6r　praktik　orientering）であり、大学等に
おいて専門的・学術的な論議の対象とすることはできないとして、この
提案に強力に反対した（8）。とはいえ、スウェーデンにおける商業技術論／
企業経済学の研究・教育に先導的な役割を果してきたAlbert　Danielsson
が、その主著「企業経済学概観」（F6retagsekonomi－en　6versikt，　Lund，
1975＆1977）で指摘したように、スウェーデンの経済界における様々な
9実際的な問題が、商業技術論／企業経済学というテーマの発展にとって
非常に有用であり、それらの問題の解決の方向性は、古い歴史の中に「澱
（sediment）」として潜在しておD、教育・研究機関の外部で現実に生起
する企業活動上の諸問題が、教育・研究機関における企業活動に関する
「経験的科学的な研究」（empiriskt　grundad　forshning）を刺激し、世紀
の転換期を境として、スウェーデンの企業活動に関する教育・研究領域
の設定とその明確化を迫ったのであった（9）。そして同国の教育・研究機関
における企業活動に関する教育・研究は、さしあたり20世紀10年代頃に
は商業技術論（Handelsteknik）として着手され、30年代にはストックホ
ルム商科大学の企業経済学（F6retagsekonomi）という名称変更と共に、
その地位を確立し、更に第2次世界大戦後、新しい時代の要請とりわけ
企業を取り巻く国内外の一般的な社会的・経済的・政治的な要因一特に
同国の場合企業の、いわゆる「混合経済」（den　svenskablandadekonomi）
への適応問題一を盛り込んだ領域の拡大と企業活動の歴史に関する関心
などを徐々に呼び覚まし、企業経済学に関する新しい方法と理論とを企
業経済学にかすんる教育・研究機関で展開させるようになったのであっ
た（「o）。
　シャルタウス商業実業学校の設立（1864年）に象徴されるような、スウ
ェーデンにおける初期高等商業の教育・研究が開始する時期は、その委
細は別稿に委ねるとして、総じて言えば、同国が、1850年代には、既に
終了していた農業改革を前提として、遅れた近代的な工業化過程の準備
段階を迎え、1870年代にはその基幹的産業として材木産業が、ノルウェ
ーのそれの衰退に利せられた外国需要（とりわけイギリスのそれ）に支え
られて、時としては半ば投機的な性格さえ帯びつつ、短期的ではあるが
飛躍的な発展期（とりわけ輸出産業としての発展期）に入り、その後は材
木産業が衰退的となりその主導性を喪失していく過程で新たに登場する
新興産業としての紙・パルプ産業、各種機械工業、その他の諸産業の台
頭或いはその萌芽と生成・発展というような一連の動向に支えられて、
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1890年代には遅れて近代的な工業化過程に着手した同国も、ようやく相
対的に自立的な経済圏を確立しうるようになった時期であった。それは、
しばしば言われるように、スウェーデンの構造変動期として、例えば、
同国の最初の近代的な労働争議が、この時期に新たに開発されるべき森
林地帯として浮上し、投機的な企業家達が投機の対象として注目し、材
木産業の発展の主要な拠点の一つとなったったSundsva11で発生したこ
と（1873年）、材木産業労働者側の敗北を契機として、新たに登場しつつ
あった新興諸産業の労働者達を主たる支持基盤としてHjalmar　Brant－
ingを始祖とした「スウェーデン社会民主労彷党（社民党）」（Sveriges
Social　demokratiska　Arebeteparti：SAP）と「スウェーデン労働組合連
合」（Landorganisationene　i　Sreriges：LO）とが結成されたこと（1889年
及び1898年）、同時にこれに対抗して資本家側の利益集団である「スウェ
ーデン経営者連盟」（Srenska　Arbetsgivare　F6reging：SAF）（1902年）が
台頭したこと、そしてこのような状況の下で結成された社民党が、その
路線を模索しながら、その後の同国の経済的・政治的・社会的な枠組を
形成するようになるなど、近代スウェーデンの経済社会の形成のための
転換期であったのである（11）。周知のように、社民党は、既に同党の結成
以前に開始していたスウェーデンの1800年代中葉頃からの一連の社会改
革運動（例えば議会制度の改革や普選運動・禁酒運動）と並行しつつ、国
際的な社会主義運動とは一線を画しながら、独自的で巧みなかの「妥協」
を重ねつつ、1920年代以後とりわけ30年代には、当初は「中道」或いは
混合経済、また近年では組織化・計画化・管理化された資本主義と呼ば
れるようになった同国の経済機構の方向性を提示し、その枠組を形成し
ていった。1931年におけるG．Myrdalをブレインとする失業調査委員会
の設置とJ．M．Keynesの一般理論の所説の展開に先行して着手された
失業・雇用問題を中心とする公共投資・有効需要の創出の理論の提示、
或いは、国際競争力の強化という大前提の下に、国内産業については可
及的に自由で競争的な市場原理の追求と不断の産業合理化政策の下で、
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労働争議を回避するためのLOとSAFとによるかの「サルツフェーバ
ーデン労イカ協約」（Saltsjδbadensavtal）（1938年）の締結、それ以後展開さ
れていくスウェーデン的な労使協調路線の展開と、第2次世界大戦後に
おける同国の特色ある賃金・労使関係とその政策の基本的な考え方及び
その展開は、こうした社民党路線が開花した典型的な事例であろう。
　スウェーデンにおける近代的な初期高等商業教育・研究の着手は、当
時のスウェーデンにおける経済のこのような一般的な動向とりわけ同国
の近代的工業化過程の開始期における資本の側からの要請に呼応するも
のであった。
〈注〉
（1）Eva　Wallerstedt　，　Oskar　Sill6n－Professor　och　Praktiker－N邑gra　drag
　if6retagsekonomiamnets　tidiga　utveckling　vid　Handelsh6gskolani
　Stockholm，　Uppsala，1988，　s．21，　Elving　Grunnarsson，FrSn　Hansa　Till
　Handelsh6gskola，　Svenska　ekononomundervisning　fram　till　1909，　Upp－
　sala，1988，　s．98，　E．　Gunnarsson，　F6retagsekonomins　Uursprung
　（Benzelius－bel6ning　1989，　teknisk・ekonomiska　Klassen＞（In：Kungl．
　　　　　　　　　　　　　ロVetenskapens－Societetens　Arsbok，1958，　sid　55－56．）（Reprit　Series
　1990／1，F6retagsekonomiska　Institutionen　vid　Uppsala，　s．55．）
（2）Elving　Gunnarson，　ibid．，ss．49－65．，Albert　Danielsson，，F6retags
　Ekonomien　6versikt，　Studentliteratur，　andra　uppl．，Lund，1977，　ss．61
　－91．，なおGustaf　I　Vasaによるスウェーデンの国家統一より同国の近代
　的な工業化過程の開始期までの同国の経済発展の基本的動向とその下での
　簿記・会計学の発展の趨勢については、いわば同国における近代会計学「前
　史」に関する試論として、既に一連の拙稿［「スウェーデンにおける複式簿記
　の伝来事情（1）」明治大学短期大学紀要36号、「同（2）」同37号、「18世紀中葉よ
　り19世紀中葉のスウェーデンにおける商業簿記の発展（1）」（同38号）、「同（2）」
　（同38号）、「同（3）」（同44号）、「スウェーデン工場簿記の発展一18世紀中葉よ
　り19世紀中葉にかけて一」（同46号）、「スウェーデンにおける株式会社の発展
　一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一（1）」（同55号）、「同
　（2）」（同56号）、「同（3）」（同57号）］で取扱い、わが国内外の多数の関連の諸文
　献を引き合いにだしてきた。本稿を執筆する当たって新たに通読した関連の
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　諸文献以外、その記載は、特別に必要な場合を除いて省略した。新たに通読
　した諸文献中でもとりわけ上記の2冊は、いわばスウェーデン近代会計学
　　「前史」ともいうべきものについてわたくしが既に学んできた事柄を再考す
　る上で、様々な示唆を与えてくれた。
（3）Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sill6n－Professor　och　Praktiker，　Uppsala，
　1988，ss．66－68．
（4）Elving　Gunnarson，　FrSn　Hanza　Till　Handelsh6gskolan，　Svensk
　ekonomundervisning　fram　till　1909，　Uppsala，1988，　s．221。
（5）Las　Engwall（red），　Fδretagsekoniminsr6tter－Nagra　bidrag　till　en
　f6retagsekonomisk　doktrinhistoria，　Studentlitteratur，　Lund，1980，
　s．16．，Franklin　D．5cott，Sweden－The　Nation’s　History，Uviversity　of
　Minnesota　Press　Minneapolis，1977，p．252　and　436．
（6）　Las　Engwall（red），ibid．，s．16．
（7）Las　Engwall（red），　ibid．，　s．7．，　B．Naslund，　F6retagsekonmins
　utveckling　och　nSgra　synpunkter　P邑dess　roll　i　skogsbruket，　Skogen，52，
　nr　22，　ss．431－433．
（8）　Las　Engwall（red），ibid．，s．7．
（9）Albert　Dannielson，　ibid．，s．9．かれは、この著作の中でこの問題につい
　て次のように述べている。即ち「伝統的な企業経済学は、企業の問題を取り
　扱うところの集合的な方法及び技術として研究されてきた。この原因は、次
　の点にある。即ち企業経済学の研究は、この研究が開始して以来、常に、し
　かも今も、職業教育の一環をなすものであったということである。それは、
　当初、全く実践的であったものから成長してきた。そしてそれは、しばしば
　実務として営まれ、その研究は、以後、商業技術論・商業論の研究へと発展
　し、更には漸次に企業経済学における企業のより組織的な今日の研究に成長
　してきた」と。（Albert　Danielson，　ibid．，s．9．）
（10）　Las　Engwall（red），ibid．，s．8．
（11）本稿で問題としているスウェーデンにおける経済的・政治的・社会的な動
　向は、本稿の第2節で問題とする、同国の商業技術論／企業経済学の形成の
　主要な諸契機の中でも最も重要な契機と思われる。そのためこの問題につい
　ては、第2節で多少なりとも詳しく触れるので、本説では関連の参照文献の
　掲載はしない。
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（2）　「ストックホルム商科大学」の設立とその後の動向
　「ストックホルム商科大学」は、一般にスウェーデンにおける近代的
な商業技術論／企業経済学に関する最も古い本格的な教育・研究機関と
して、1909年に私立大学として設立され、現在に至るまでこの領域の教
育・研究上、先導的な役割を果してきた。
　この私立大学の設立に最も寄与した人は、古い聖耶者階屑（牧師）の未
喬であった。K．A．Wallenbergであった。かれは、スウェーデンの著名
な財閥家族出身で当時銀行家として，第2節で言及するように同国の著
名な私立銀行の一つである「ストックホルム・エンフィーダー銀行」
（Stockhloms　Enskilda　Banken，1856年設立）cf・1）の頭取であった。同大
学の設立の目標は、当時のスウェーデンの新進なビジネスマンに実践的
な高等教育を賦与し、かれらの社会的な名声を高めることにおかれた。
同大学がその設立に当たってモデルとして念頭においたのは、当時、既
にドイツの各地で設立されていた幾つかの商科大学（1）一例えばLeipzip
（1898年）、Frankfurt　a．m．（1901年）、　K61n（1901年）、　Berlin（1906年）
一であったと言われるcf・2）。
cf．1）ストックホルム・エンフィーダー銀行を始めとするスウェーデンにおけ
る各種の銀行等の金融機関が、同国の近代的な工業化過程一その萌芽は1850年
代、その本格的な開始は1870年代、その一応の終息は、1800年代末葉より1900
年代初頭一において、その一つ主要な起動力である資金調達問題を、概して既
に近代的な工業化過程を半ば終了し、内外共に独占体制へ移行しつつあった先
進ヨーロッパ諸国からの国家を中心とした借款と中央銀行とその規制を受け
る民間の銀行に依存することによって解決してきたという点で、同国の銀行等
の金融機関の果たす役割は、非常に多大であった。この問題は、スウェーデン
における商業技術論／企業経済学の形成の主要な諸契機の中でも最も重要と
思われる当時の同国の経済的・政治的・社会的な動向の問題に関連するので、
本稿の第2節で、やや詳しく触れる。そのため、ここでは敢えてこの問題に立
ち入ることも、関連の諸文献を提示することもしない。とはいえ本節で問題と
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しているストックホルム商科大学の設立等の経緯に関する問題でしばしば登
場するM．Wallenberg及びK．A．Wallenbergの経歴を体系的・概括的に知る
上で有益であり、同時にまた同大学と対比される、後述のイェテボリィエ商科
大学の設立とその後の動向に関する本節の執筆のためにも様々な示唆を与え
たくれた多数の著作の中でも、スウェーデンの近代的な工業化過程との関連で
非常に有益であった著作の一つとして、Carl　G．Gustavson，　The　Small　Giant
－Sweden　Enters　the　Industrial　Era－　，　Ohio，　University　Press，　Athens，
Ohio，　London，1986，　Chap．2，　Merchant　and　Money，　pp．32－42．，
Chap．，11，Ancient　Companies，　Modern　Industry，　pp．177－195．etc。をあげ
ておきたい。
cf．2）ストックホルム商科大学の設立の経緯
　ストックホルム商科大学は、当初、K．A．　Wallenberの父M．Wallenbegが、
1900年に保守系の新聞「スヴェンスカ・ダーグブラーデット」（Svenska
Dagbladet）の編集者であったHelmer　Keyに、大陸諸国及びイギリスの高等
商業教育の実情の調査・研究旅行を命じたことに始まる。この命を受けたHel－
mer　Keyは、その調査・研究旅行の結果を幾度かにわたって同誌に公表した。
M．Wallenbergは、この調査・研究旅行報告を踏まえて、自己の生誕40歳を記
念して、100，000krをスウェーデンにおける高等商業教育・研究機関の設立資
金として寄付することを決めた。かれは、その仕事を次男であるK．A．　Wal－
lenbergに託した。かれは、この資金をストックホルム・エンフィーダー銀行
の信託部門に同大学のための基金として預金し、その利子を同校の運営のため
に充当したい旨、政府に書簡で申請した。この申請に対する商務省見解は、同
大学の設立は、スウェーデンの高等商業教育の現状の改善のために急務とされ
るべきこと、当事者は、その具体的な計画書を作成し、それに見合ったより現
実的な資金計画を樹立するべきこと、この計画書を作成する場合考慮するべき
重要な問題の一つは、この高等商業教育・研究機関は、スウェーデンの実情に
適合するべきであり、そのため内外（特に欧米諸国）の同種の類似な既存の教
育・研究機関に関する研究・調査が必要であるということであった。（F6retag・
sekonomisr6tter，　ss．16－17．）政府は、商務省のこのような見解に従って、前
述の「フランツ・シャルタウス実務商業学校」の当時の学長Ake　W：son　Munthe
と「高等学校委員会」（Laroverksr邑det）の委員の一人であったAlfred　Nordfel．
dtに、諸外国の商科大学の活動に関する知識と情報の収集及び同大学設立の
提案書の作成を命じた。かれらは、1905年及び1906年夏に総計26カ所の内外の
商業高等教育・研究機関を訪問し、1907年以後その旅行報告書（答申書）を公表
し、それにストックホルム商科大学の組織に関する提案書を添付した。かれら
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は、この提案書の中で、後述の「イェテボリィェ商科大学」（Handelsh6gskolan
i　G6teborg）の設立に関するAxel　Carlanderの提案（1906年）と同様に、スウェ
ーデンの高等商業教育・研究機関は、何よりも先ず、商人教育を指向するべき
ことを説いた。この場合かれらは、将来の商人として銀行一及び保険会社のビ
ジネスマンを念頭に置いた。（F6retagsekonomisr6tter，　s．18．）
　ストックホルム商科大学の設立に対する政府のこれらの一連の動向に連動
して、1906年5月に「商科大学連盟」（en　handelsh6gskolefOrening）が、同校
の設立とその発展という目的を遂行するための支持母体として形成された。こ
の連盟への協力者の募集の後、この企画に対する最初の資金提供者W．A．
Wallenbergを含む理事会（styrelse）が選出された。この理事会及び商科大学
連盟が、同大学の設立準備に当たって最も重視した問題は、その経済的な基盤
の確立ということであった。同大学の経済的な基盤の整備という問題は、一方
では、この商科大学連盟の加入者達が、以後5年間にわたる会費400krの支払
をすることを約束したことによって、他方では、同校の設立の趣旨に賛同しそ
の発展を期待した新たな寄付金の提供者がこの連盟に参画するこによって、当
面、解決された。そしてこのような財政的基盤整備にしたがって、同大学の寄
付行為の作成、然るべき教育・研究者達との雇用契約、教育・研究施設の入手
（賃貸）など一連の準備作業が進行した。その過程で理事会及び商科大学連盟を
中心とした設立事業への関係者達は、国家に対して、同大学の設立に関する認
可と同大学の将来の発展のための公的資金の一定程度の補助金を求めた。政府
は、これらの要請を全て承認した。こうしてストックホルム商科大学は、1909
年5月政府の設立認可をうけて、同年10月創立の運びとなった。M．　Wallen－
bergの資金提供以来同大学の創立に至るまで、およそ10年近い歳月を要した。
とはいえ同大学が開校したときには、同年夏の大規模な普選運動のためのゼネ
スト（1909）の影響で、その運営は、一時的にせよ、財政的に困窮し、創立記念
祝典さえも施行することができなかった。（F6retagsekonomisr6tter，　s．17．）
なお因みに言えば、同大学の創立当初の学生数は、約100名、教師陣は、商業技
術論／企業経済学の領域については教授1名、銀行業務に関する教育・研究担
当者として非常勤・臨時講師（extralarare）1名であった。同大学は、その後
幾度かカリキュラム改定を行い、創立20年後の1930年代初頭には学生数200名、
教師2名が新たに参画するまでになった。更に同大学は、1934年のカリキュラ
ム改定により、商業技術論の名称変更・教育期間の延長・教員数の増員・研究
所の設立等、かなり大幅な制度改革に着手し、以後、戦前改革を第2次世界大
戦末まで促進していったのであった。
　なお後述の同大学の設立時に主要な難問の一つであった商業技術論／企業
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経済学という領域の教育・研究担当者をめぐる問題、とりわけその学長である
Carl　Hallendorffの意向とその行動、それに対するEli．F，Hekscher等の人々
の対立と妥協の過程という問題（とりわけ同大学の商業技術論／企業経済学の
最初の教授職についたE．Walbの雇用問題についてのEli　F．Heckcherの嫌
悪感とその後のこの領域に関する人事問題が生ずる度にEli　F，Hechscherの
とった態度等〉に関する論議の過程の委細は、Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sillen
－Professor　och　Praktiker－Uppsala，1989，　Avsnitt　2．　Jakten　pa　ett
professorsamne，　ss．39－62によって知ることができる。
　ストックホルム商科大学のカリキュラムは、設立当初、教育期間2年
を前提として、主として政治一及び法律学、経済地理論（並びに商品学）、
統計処理を含む国民経済学、商業技術論（この名称は1933年のカリキュラ
ム改定で企業経済学に変更）、語学より構成された。会計関連科目は、商
業技術論／企業経済学に組み込まれていた。商業技術論は、簿記、商業
論、商業数学、銀行論などの科目を基軸とした。商業技術論／企業経済
学を最初に担当した教員は、ケルン大学のE．Schmalenbachの門下生で
当時ケーニヒスベルク大学で助教授職に就任していたE．Walbであっ
た。ストックホルム商科大学の設立経緯に関する諸研究②によれば、同大
学の理事会が設立準備で苦慮した難問の一つは、商業技術論／企業経済
学を担当する教員の人事問題であった。E．　Schmalenbachを介してE．
Walbが、1909年秋期よりストックホルム商科大学の臨時教授、1910年5
月に専任教授に任命された。とはいえかれは、間もなく帰国した。後任
人事をめぐり内外の幾人かの候補者が浮上したが、最終的にこの科目の
担当者になった人は、本稿の第3節でその役割を概観するo．Sil16nで
あった。かれは、かのフランツ・シャルタウ実務商業学校を卒業後、同
校の資金援助でケルン大学に入学、同大学卒業後暫くの間、ストックホ
ルムにある「スウェーデン国民輸出協会サーヴイス機関」（Sveriges　All－
mtinna　Exportf6reningsbyr邑）の秘書及びその海外特派員となり（1906
年4月）、次いで「ストックホルム・セパラトゥール株式会社」（AB．
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Separator　i　Stockholm）cf・3）に就恥（1906年11月）、「ロンドン・セパラト
ゥール株式会社」（AB　Separator　i　London）での勤務を経て、更に「ア
ルファーラーヴァール・セパラトゥールGmbh．」（セパラトゥール株式
会社のベルリン子会社）の重役の一人となった（1907年）。このようにかれ
は、ストックホルム商科大学で教育・研究に携わる以前に既にかなりの
実務的な経験を積んでいた。
cf．3）同社は、スウェーデンにおける撹絆分離器の生産・その他を中心とた主要
な企業の一つとして、今日でも世界的に著名である。とはいえスウェーデンの
経済史上、同社の萌芽的な台頭とその後の形成とは、同国の近代的な工業化過
程の本格的な開始に伴う一連の技術革新の進行とその実用化の流れに沿いG．
de　Laval（1845－1913）が1878年に発明した技術にまで、逆上ることができる。
その委細は、別稿に委ねたい。
　ストックホルム商科大学の理事会がかれを雇用するに当たってかれと
交わした雇用契約書によれば、当時のスウェーデンにおけるこの領域に
関する教育・研究者の一般的な人材不足を背景として、理事会は、一方
ではかれをさしあたり助教授として招聰し、学術論文について一定の業
績が上がり次第直に専任教授に昇進する途を保証し、そのとき登場しう
るかも知れない競争者を完全に排除すること、他方ではかれが「ロンド
ン・セパラトゥール株式会社」の退職によって被る収入減を補償するた
めに、世紀の転換期における社民党の形成とその支持基盤となるLOの
形成に対する資本の側からの攻防として1902年に設立されたかの「スウ
ェーfン経営者連盟」の情報サーヴィス部門として、当時新たに開局さ
れる「産業情報サーヴィス株式会社」（AB．　IndustribyrA）（1910年設立）
の主任の地位をかれに提供し、実業界で実務家（会計士及びコンサルタン
ト）cf・4）としても活動することを許可した。これによってかれは、助教授職
（1912年）／教授職（1915年）の地位の保証と産業界での活動の正式な承認
という破格な雇用条件の下で、年間合算所得14，000krを保証されたので
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あった。これは、当時の同大学のEli　F．　Heckcher教授でさえも、年俸
9，000kr程度であったことを想起すれば、非常な処遇であった。
cf．4）スウェーデンにおいて公認会計士制度が始めて導入されたのは、1912年
であり、その制度を承認したのは、「ストックホルム商務省」（Kommerskol・
legium　i　Stockholm）であった。（Requirements　for　qualificaton　as　an
auktoriserad　revisor　in　Sweden，　A　study　undertaken　by　The　Institute　of
Chartered　Accountants　in　England　and　Wales，　F6reningen　Auktoriserade
Revisorer　FAR．，Stockholm．1970，　p．1，　Professional　Ethic　for　Auktor・
iserade　Revisorer　in　Sweden，　p．8．，　Gerhard　G．　Mueller，　Accountig
Practices　in　Swden，　Internatioal　Business　Series，　No．2，　University　of
Washington，1962，　p．3．　etc．）本稿で問題とする0．　Sillenもまた、この商務
省が始めて任命した公認会計士6名の中の一人であった。（Eva　Wallenstedt，
Oskar　Sil16n－Professor　och　Praktiker－，　Uppsala，1988，　s．21．）この制度
的な承認の下に、同国で「公認会計士協会」（F6rening　Auktoriserade　Revisor－
er：FAR）が設立されたのは、1923年であった。（K．　Micael　Oldam，　Account－
ing　System　and　Practice　in　Europe，Gower　Press，1975，Chap．12．，p．153．，
Professional　Accounting　in　30　Countries，　International　Practice　Executive
Committee，　American　Institute　of　Certified　Public　Accountants，1975，
pp．548－549．etc．）同国の公認会計士資格取得の要件も、公認会計士協会の動
向も、それ以外の欧米諸国のそれとはかなり相違する。それは、同国の近代的
な工業化過程以来の同国の資本調達方式の特殊性特に株式制度の発達の後進
性（したがってまた国内財務諸表公開制度の未成熟性）と20世紀以来の同国諸
産業・諸企業の多国籍化の動向とある程度関係する。したがってまたこの種の
領域の制度的な発展に関する研究も比較的稀薄であった。とはいえ近年、’この
種の領域における制度的な整備を狙う関連の研究とそれに呼応する同国の制
度改革の進展には、目ざましいものがある。例えば、イェテボリィェ商科大学
で教鞭をとっているSten　J6nssonの著作「会計規制と精鋭者の組織一会計指
針の発展の諸力」（Accounting　Regulation　and　Elite　Structur－Forces　in　the
development　of　accounting　Policy，　John　Wiley＆Sons，1988，　Chap．5，The
Institutional　Setting　of　the　Elite，　pp．101－126．）や「北欧諸国における財務
報告書の法的規制」（The　Regulation　of　Finacial　Report　in　the　Nordic
Countries，　Editor，　John　Flower，　Fritzes，1994，　pp　．　181－230　by　Sten
Jδnsson　and　Marton，　University　of　G6teborg　School　of　Economics　and
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Commercial　Law）或いはFARの月刊誌Balansに記載される近年の一連の
多数の論考は、その左証である。これらの諸文献よりわれわれは、既にFARが
近年一定の歴史的な役割を終えて、それに代わるべき幾つかの関連の団体が形
成され、前進的な成果をあげていることを知ることができる。これらの問題に
ついては、別稿でとりあげたいと思う。
　ストックホルム商科大学の設立当初における上記のようなカリキュラ
ムのうち、語学の教育・研究の担当者は、概して非常勤講師達であった
が、それ以外の科目の教育・研究の責任者は、主任教師（huvudlarare）と
しての教授達であった（3）。
　ストックホルム商科大学の設立当初、商業技術論／企業経済学という
領域は、前述のように、当時の同国で既に伝統的に一定の地位を確立し
ていた経済学や法律学とは異なる全く未知の領域であること、その特性
の一つが実践指向的な性格にあること、その他の事柄を理由として、科
学的・専門的な教育・研究対象としては、他の領域と比較すれば、相対
的に軽視或いは蔑視されていた。そのため、同大学の設立の目標と経緯
が示すように、それが、将来のスウェーデンの産業界を担う有為な人材
の育成にあったとしても、商業技術論／企業経済学の領域設定と雇用人
事の問題とは、例えば、上記のように、当時の同大学の学長C．Hallen－
dorffとEli　F．　Heckscherとの間で展開されたE．　Walbの雇用人事を
めぐる見解の相違が象徴するように、様々な逡巡・亀裂を生じた。とは
いえ紆余曲折の末に同大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究の最
初の担当者としてE．　Walbが、その地位に就任したとき、その教育・研
究の内容は、かれが過去にケルン商科大学で学んだものを直接継承した
ことによって、さしあたりその大枠を規定されたのであったcf・5）。
cf．5）ストックホルム商科大学でE．　Walbが提唱し実施に移した商業技術
論／企業経済学に関わるカリキュラムは、概略、次のようであった。
A群．商業活動組織（handelsr6relses　organisation）：簿記・貸借対照表技術論
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（balansteknik）、工場簿記及び工場組織（fabrikbokf6ring　och　fabrikor－
ganisation）、貸借対照表論評（balanskritik）並びに実際原価計算（sjalvkost－
nadsber註kning）。
B群．通貨一及び資本流通業務（penning－och　kapitalr6relse）：通貨一紙幣一小
切手流通業務技術論（penning・，sedel－，och　checkr6relsens　teknik）、国内及び
外国為替（inhemska－och　utlandska　vaxelar）、各種の有価証券及び有価証券取
引（01ika　slag　av　vardepapper　och　vardepappershandeln）、信託業務並びに
償還計算（amorteringsrakning）。
C群，商品取引（varuhandeln）：運送・輸送制度（speditions－och　transpor－
tvasen）、鉄道・海運（jarnvags－och　sj6trafik）、関税制度（tullvasen）、市場一
取引所制度（marknads－och　b6rsvasen）、国際貿易商品論（varldshandelsartik－
lar）、銀行業務の概説を目的として銀行員が教授した特殊コースなど。
　更に具体的な事例と自習の形態で経済問題に関する教育・研究を目的とし
た、1年次後半頃より開始する演習。（F6retagsekonomisr6tter，　s．20．）
　ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究は、
設立当初、このように、ドイツのそれを継承しその影響（特にケルン商科
大学のそれ）の下で、開始したω。とはいえその後のスウェーデンの経済
社会の発展に伴って商業技術論／企業経済学という領域の教育・研究は、
新しい概念の形成と新しい領域を開拓・付加しつつ、やがて同大学の教
育・研究に関する主要な領域として漸次にその地位を高めていった。既
に0．Sill6nは、同大学への就任に先立ってそこでの教育・研究の準備の
ために、主としてヨーロッパ各地の大学をストックホルム商科大学の援
助の下に訪問し、その実情の把握に努めていた。そしてかれもまた、1915
年に教授に昇進した後の1920年にはアメリカの教育・研究の現状を知り、
ストックホルム商科大学の発展に寄与させるべく、アメリカへの研究・
調査旅行を企てた⑤。それと前後してスウェーデンの幾人かの若い学徒
達も、この領域での新しい知識を求めて、アメリカへの関心を強め、ア
メリカの大学で学び、アメリカでの教育・研究の経験と成果を持ちかえ
った。それは、ストックホルム商科大学における商業技術論／企業経済
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学の教育・研究に、その他の領域と共に、次第にアメリカ的なものを付
加する契機の一つとなった。例えば、同大学は、既に1913年には輸出機
構と輸出技術（exportorganisation　och　exportteknik）の問題を、またこ
れと殆ど時を同じくして商品売買機構と売買技術（varuhandelsor－
ganisation　och　teknik）の問題をカリキュラムに取り入れていた。そして
1910年代中頃には同大学の商業技術論／企業経済学は、販売及び輸出問
題などに関心を寄せる教育・研究者達との結びつきを強化した。その一
例は、同大学は、アメリカで学びアメリカ流の教育・研究によって洗脳
され、商取引の統計資料の収集に関するアメリカでの豊富な体験を持ち
かえった、Gerhard　T6rnqvistを、1917年に商業技術論／企業経済学の
助手として採用したことであった。かれは、後に、1920年代中葉頃にス
ウェーデンで進展していた一連の経済合理化運動を背景として、費用分
析問題や商品流通機構問題で、学内外でその本領を発揮することになる
が、その種は、この時期に蒔かれたのであった。かれは、その成果をそ
の主著「小売商の費用分析と価格設定」（Kostnadsanalys　och
prissattning　i　detaljaffarere，　Stockholm　，1929）、「流通経路の批判的
な解明」（Distributionsvagarna　i　kritisk　belysning，　Stockholm，1933）、
「商品取引構造と費用」（Varuhandelns　struktur　och　kostnader，1946，
Stockholm）として公表するようになるのである（7）。
　ストックホルム商科大学の設立に前後する時期より0．Sill6nが同大
学の教授職に就任するまでの、スウェーデンの経済社会の動向は、本稿
の第2節で改めて簡潔ながら触れる。その概要は、そこに委ねるとして、
結論だけ先取りして言えば、この時期（1900年頃一第1次世界大戦勃発前
後まで）は、スウェーデンが1850年代に萌芽的に兆しの見えた遅れた近代
的な工業化過程が、1870年代に本格的に開始して以来、紆余曲折を経な
がらも、世紀の転換期には一応その過程を終了し、近代工業国家として
国際経済社会の一角でその相対的な自立性を獲得し、第1次世界大戦ま
での間に特化された輸出産業部門によって国際競争を免がれ、技術指向
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的な近代貿易立国として存立していくための基盤を築いた時期であった
こと、同国が第1次世界大戦の勃発に際して採択した中立政策は、戦中・
戦後を通じて同国を、様々な経済的・政治的・社会的な諸問題を内在さ
せながらも、一定程度の国力の増強に寄与したこと、そして国際経済社
会の戦後処理の影響にも迅速に対応（例えば最終的には1924年の金本位
制への復帰）しつつ、1920年代のいわゆる相対的な安定期と言われる国際
的な波に巧みに適応し、早くも「適応国家」（8）と言われる同国の姿を顕わ
にするようになっていったことである。ストックホルム商科大学の設立
に至る経緯とその後の動向とは、こうしたスウェーデンの経済社会の動
向の下で有為なビジネスマンの育成という、資本・産業の側からの要請
を端的に表象する事象の一つであった。
　ところで相対的な安定期に入った1920年代のスウェーデン産業界にと
って早急に解決されるべき問題の一つは、対外的な競争要因に触発され
ていわば至上命令となった、徹底した合理化運動の促進という問題であ
った。ストックホルム商科大学は、設立当初、商業技術論／企業経済学
という教育・研究領域と並んで統計処理を含む国民経済という教育・研
究の領域を設定していた。1917年には既にこの領域で企業組織
（f6retagsorganisation）に関する教育・研究の中でF．W．Taylorのかの
科学的管理法のスウェーデン語翻訳版（Rationall　arbetsledning，1913）
と工学士（civilinj6r）として出発し、当時、「ストックホルム工科大学」
（Tekniska　Hδgskolan　i　Stockholm）の産業経済学の教授であったE．
Forsbergの「産業経済学」（lndustriell　ekonomi　，1916）が、教材として
使用されていたcf・6）。とはいえF．W．Taylorの所説がストックホルム商
科大学のみならず、一般的に商業技術論／企業経済学という領域の中で
注目されるようになったのは、ストックホルム商科大学が1920年代の合
理化運動の促進という時代の要請を受けて、同大学の設立当初に設麗さ
れた、前述の脚注で示した商業技術論／企業経済学のカリキュラムのA
群における工場組織という科目に、1925年頃に同じく工学士（civilinj6r）
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Robert　Kristenssonを担当者として充当した後の1920年代後半であっ
た。因みに言えば、この科目は、ストックホルム商科大学の創立以来お
よそ10年間、ほぼ開講されてきたが、1918年頃より教師陣の不足のため
未開講となり、1923年より1924年にかけては、一時的に再開・未開講を
反復してきたのであった。そしてこの合理化運動の要請は、流通問題に
関する領域の教育・研究にも、非常な影響を与えた。それは、上記のG．
T6rnqvistが、かれが受けたアメリカでの教育・研究を基礎として、1926
年にストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の一科目として
新たに設置されたこの領域を担当する教授に就任したとき、その講義を
F．W．　Taylorの考え方を出発点としたと言われていること、また同大学
で1929年に学位論文及び大学教師資格の審査と研究出版物の公表を目的
として設置された「ストックホルム商科大学企業経済学研究所」（Affar－
sekonomiska　Forshningsinstitutet　i　Handelsh6gskolan　i　Stockholm：
AFI）が、その開設以来1926年より1927年にわたるスウェーデンの流通業
界における幾つかの部門の原価調査に基づく小売商のコスト（特に鉄鋼
売買、書籍売買、日用雑貨一及び食料品売買のそれ）と価格設定に関する
研究に着手し、その研究成果が、G．T6rnqvistの上記の著作の一つ、「小
売商の費用分析と価格設定」（Kostnadsanlys　och　prissattning　i　detaljaf－
farer）（1929）として結実したことにも、端的に表明されている。
cf．6）Ecik　Fosbergの経歴は、余りよく分からない。ここではかれが、当時、
「セパラトゥール株式会社」（AB．　Separator）の上級技師としてスウェーデン
の合理化運動を先導し、テイラーシステムの熱心な信奉者として、1912年より
1928まで「ストックホルム工科大学」の産業経済学の教師であったことを指摘
しておく。因みに言えば、同大学のこの地位は、1928年には同じくこの合理化
運動の起動力となり、スウェーデン産業連盟の情報サーヴイス部門AB　Indus・
tibyranの組織部門の主任となり、その著「産業における労働時間研究」（Ar－
betsstudier　inom　industrin，　Stockholm，1936）で著名なTarras　Sallf6rsが継
承した。
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　ストックホルム商科大学における商業技術論／企業経済学という領域
における教育・研究は、その設立以来、こうして様々な時代の要請を受
けて、漸次にその内容の整備・充実・拡大をはかった。とりわけ同大学
が、1934年に実施した一連のカリキュラム改定は、同大学及びスウェー
デンの学界ではしばしば、「商業技術論」の時代より「企業経済学」の時
代へ、と言われているように、その発展の一分水嶺をなすものであった。
この改定は、同大学の創立以来、商業技術論と呼ばれてきた教育・研究
の対象領域を「企業経済学」と名称変更し、主として会計・財務・企業
管理の領域における教育・研究を対象とすること、同時に1926年に設置
され商業技術論／企業経済学の中に組み込まれてきた流通問題に関する
教育・研究を、新たに「流通経済学」（disributionekonomi）という名称の
下に包括し、市場経済及び計画に関する諸領域として商業技術論／企業
経済学より独立させることになったのである（9｝。そして同大学は、この
1934年のカリキュラム改定以後第2次世界大戦後の新しい状況に即応し
た戦後の教育・研究のための改革まで、一方では企業経済学、他方では
流通経済学という二大領域を中心とした教育・研究活動に従事してきた。
因みに言えば、同大学が、その初期の時代の卒業生の一人でありスウェ
ーデンにおける商業技術論／企業経済研究とりわけ企業管理問題に関す
る現代の巨匠たるSune　Carlsonを1937年に雇用したのも、この改革の
下に進められた教員充実計画の一環によるものであった（1°）。ストックホ
ルム商科大学は、その設立当初の1909年には学生数100名程度であった
が、およそ20年後の1930年には200名となった。また商業技術論／企業経
済学に関する教員構成は、創立当初の教授職1名と銀行技術問題の教
育・研究に従事する非常勤・臨時講師（extralarare）1名に対して、新た
に2名の教師がそこに参画するようになった。そして1938年秋期以後に
は第1年度の学生数でさえ、125名となった。それ以後同大学の経営陣は、
教育期間の1年延長を決定し、それと同時に商業技術論／企業経済学と
いう領域の拡大を図ることを決定し、1938年に新たなカリキュラム再編
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の作業に着手し、1939年秋期より実行に移したcf・7）。同大学の教育・研究
は、以後、1944年の更なるカリキュラム改定まで、この枠組に沿って行
われた。
cf．7）このカリキュラム再編の結果、商業技術論／企業経済学という領域の教
育・研究対象は、次のように改正された。
（1）簿記。
（2）一般的な企業経済学入門課程（lnledande　kurser　i　allman　f6re－
　tagsekonomi）：学生が初歩的な企業経済学的な思考及び経済生活上の幾つ
　かの諸制度に関する知識を習得するための手引きとなる科目を教育・研究。
（3）費用計算及び流通経済学並びに産業組織（Kostnadsrakning　och　Dis・
　tributionsekonomi　samt　industriell　organisation）：この段階では基礎的な
　課程の他に、流通経済に関する研究では市場判断（marknardsbed6mning）・
　小売商経済学（detaljhandelsekonomi）・広告経済学（reklamekonomi）・生産
　財及び大量原材料取引（handel　med　producent　varor　och　stora　rsvaror）並
　びに国際貿易に関する領域の中の1つに関する特殊問題の教育・研究、また
　産業組織に関する教育・研究では当該組織内部での公的企業に対する経済諸
　原則の適用問題（例えば労働一及び責任分担の諸原則の適用）・機械化の程度
　（mekaniseringsgrad）・適限的な雇用設定一及び効率度（den　optimala
　sysselsattnings・och　verkningsgraden）・雇用諸問題（anstallninsprob・
　lemen）などを教育・研究。
（4）貸借対照表論（Balanslara）・事務機構論（kontorsorganisation）・銀行業務
　技術論（Bankteknik）・有価証券取引論（Vardepappershandel）及び監査技術
　論（Revisionsteknik）などを教育・研究。
　このカリキュラムは、これらの1より4の教育・研究の領域の他に、個々の
学生が演習へ参加することを求め、しかもかれらが優秀な成績で卒業するため
には、演習での積極的な活動と一定の成果をあげることを要請した。（F6retag－
sr6tter．，ss．23－24．）
　このようなカリキュラム改定をうけて、同大学の1938－1939年の年次
報告書は、上記の領域に関する教育・研究上利用するべき文献リストを
提示した。このリストから推定しうることは、1939年のカリキュラム改
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定でも企業経済学並びに会計及び企業財務に力点をおく課程では、依然
としてドイツのそれの影響力が、流通経済学及び産業組織を中心とした
課程とりわけ流通経済学の課程では、アメリカ流のそれの影響力が強大
であったこと（11）、また産業組織論というスウェーデンの学界にとってよ
り新しい領域では、F．W．　TaylorのShop　Management（1912）のスウ
ェーデン語翻訳版「合理的な工場管理」（svensk　6versattning：Rationell
Verkstadsledning，1923　Uppsala，　med　f6rord　av　Axel　Hultkranz，
verkstallande　direkt6r　i　Sveriges　lndustrif6rbund）の他に、例えばErik
Forshbergの著作「産業経済学」（Industriell　ekonomi，1916，　Stock－
holm）やOlof　Karnekullの論文「工場活動の実際的な組織について」
（Om　den　fabriksmassiga　driftens　praktiska　organisation，1：Handel
och　industri，　de11，　ss．627－704．，1926－1927年）のような、スウェー
デンにおける合理化運動の代表者達による論攻が提示され、この領域で
の自国の教育・研究者自身による教育・研究が着手・展開されつつあっ
たこと、そしてこの動向は、本稿の第2節でみるように、スウェーデン
の商業技術論／企業経済学の形成を迫った主要な契機の一つである産業
界の要請を反映していたということである。
　このカリキュラム改定に引き続いてストックホルム商科大学は、終戦
直前の1944年に、戦後状況を射程に入れて、更なるカリキュラム改革の
作業に着手した。本稿で問題としている商業技術論／企業経済学に関す
る領域に限定して言えば、この改定は、企業経済学の教育・研究に関す
る領域を企業経済学1及び11に細分し、前者では企業会計一及び財務問
題（f6retagets　redovisnings－och　finansproblem）を、後者では企業管理
一及び流通問題（f6retagets　administrations－och　distributionsprob－
lem）を教育・研究対象とすることにした。これに伴って同大学は、1947
年冬期より新しい試験制度を実施し、卒業証書も各々細分化された領域
毎に発行することを決定したのであったcf・8）。
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cf．8）この新しいカリキュラムは、同大学の、やがて改革されるべき企業経済学
研究所との関連を考慮して、総括的には、概略、次のような科目を設定し、そ
れぞれ次のような教師達に教育・研究の責任を委ねた。
（1）企業会計一及び財務問題：同大学は、この科目の教育・研究の責任を、そ
　の開設以来0．Sill6nが退職する1952年まで、かれに委ねた。その後その責
　任は、新進の教育・研究者として博士論文「経営簿記及び営業簿記における
　所得一支出概念」（lnkomst－och　utgiftsbegreppen　i　fδrvaltningsbokfδrings
　och　affarsbokfδring，　Lund，1950）で著名となったNils　Vasthagenに移っ
　た。かれが1958にルンド大学に移籍するのに伴ってその責任は、同じく新進
　の教育・研究者として博士論文「租税・投資・評価」（Skatt，investering，
　vardering，Stockholm，1961）によって知られるようになったSvenErik　Jo－
　hanssonに移った。
②　企業管理一及び流通問題：同大学は、この科目の教育・研究の責任を、そ
　の開設以来1949年までG．T6rnqvistに委ねた。かれは、この分野では主と
　して流通経済・経済構造・市場政策などの諸問題を教育・研究の対象とした。
　その後かれが、スウェーデンの会計制度とりわけ原価計算の合理化・統一
　化・標準化問題に関与するのに伴って多忙となり、その責任は、新進の教育・
　研究者として博士論文「スウェーデンにおける織物産業の諸研究」（Studier
　isvenska　textila　industriers　struktur，　Stockholm，1946）で知られるよう
　になったFolke　Kristenssonに移った。そして1961年には、かれの他に、新
　たにThomas　Thorburnが、その責任者として参加した。
（3）企業組織・労務管理：同大学は、この科目の教育・研究の責任を、その開
　設以来1946年まで0．Sill6nに委ねた。以後、その責任は、同大学の初期の
　時代の卒業生であり、更にアメリカ留学の経験を積み、当時でさえも既に多
　数の業績［例えば「生産の純粋理論に関する研究」（AStudy　on　the　Pure
　Theory　of　Production，1939，London）、「企業経済学の、その他の社会科学
　に対する立場」（F6retagsekonomins　stallning　till　6vriga　socialveten－
　skaper，　Eknomisk　Tidskrift，44，　No．3．　ss．200－205，1942．）、「専門的な
　学問領域としての企業経済学一歴史的な概観」（F6retagsekonomien　som
　akademiskt　laroamne．　En　historiskt　6versikt，　Ekonomi，　Jubileumer　till
　agnat　Oskar　Sill6n，　Oskar　Sill6n，　december　1943，　ss．110－125．，1943．）、
　　「営利企業の統計」（Affarsf6retagets　statistik，Stockholm，1944）、「企業
　管理と企業経営者」（F6retagsledning　och　f6retagsledare，　Stockholm，
　1945）o．s．v．］で著名なSune　Carlsonに移った。更に同大学はこれまでG．
　T6rnqvistが流通経済学の講座の中で担当してきた計画に関する諸領域の
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　問題を、1956年に分離し、その責任を、当時既に著書「予算・損益計画・内
　部損益分析」（Budgetering，　resultatplanering，　intern　resultatanlys，　Ore－
　bro，1953）や「原価配分と内部給付評価」（Kostnadsf6rdelning　och　intern－
　prestationsbed6mning，Stockholm，1954，HHS．）で当時知られていた
　Trygve　Paulsson　Frencknerに移した。かれは、主として費用・収益分析と
　経済管理の問題を取り扱った。
（4）人的管理問題を含む社会心理学：同大学は、1956年にこの科目の教育・研
　究の責任を論文「個人的な組織」（Personalorganisation，1：F6retagse－
　konomisk　handbok，　Stockholm，　del　II，　ss．711－766，1945）で知られる
　Gunnar　Westlundに委ねた。
（5）広告及び市場経済を特に考慮した経済心理学：同大学は、1963年にこの科
　目の教育・研究の責任をKarl－Erik　Warnerydに委ねた。（Jan　Hensmann，
　Die　Entwicklung　der　Betriebswirtschaftslehre　in　Skandinavien　unter
　besondere　BerUcksichtigung　Schwedens，　ss．280－283．，Lars　Engwall，
　red．，Fδretagsekonominsr6tter，　Studentlitteratur，1980，　ss．97－113．）
　概して、1930年代より1940年代中葉までストックホルム商科大学にお
ける商業技術論／企業経済学の領域に関する教育・研究上、幾度か改定
したカリキュラムの大枠を規定したのは、同時代におけるスウェーデン
の経済社会の動向とその下での個別経済主体としての企業とりわけ営利
企業の要請であった。この問題の検討は、本稿の第2節に委ね、ここで
はその大まかな動向だけ、指摘しておくことにする。
　周知の1929年世界恐慌の余波がスウェーデンに到来したのは、時期的
には、若干、遅れていた。そのためこの世界恐慌が、同国の経済社会に
与えた影響は、幾分、緩和された。それでも国際的に著名なコンツェル
ンの支配者たるマッチ王1．Kreugerの自殺事件（1932年）（12）が象徴する
ように、その影響は、深刻であった。恐慌の回避・不況からの脱却と失
業の救済、それは、当時のスウェーデンの経済社会にも課せられた、早
急に解決されるべき経済的・政治的・社会的な課題であった。この場合、
同国が、既に確立していた議会制民主主義による国民的な討議と合意を
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前提として選択した路線は、一方では、1920年代中葉頃より進展してい
た経済合理化政策を、1920年代とは異なる状況と異なる意味合いの下で、
徹底して遂行していくこと、他方では、1920年代の相対的な安定期にも
生じていた失業問題に対する伝統的な救貧対策法的な方策より転じて、
例えば、かの「失業調査委員会」（Arbetslδshetsutredningen）の設立（1931
年）とその後のこの委員会の諸提案及びその制度的な導入にみるような、
借入財源による公共投資の大規模な拡大を媒介として有効需要を創出す
ることであった（13）。産業合理化政策は、同国の殆ど全産業部門に及び、
一方では生産性の高度な優良産業・企業の資本蓄積基盤を強化し、他方
では非生産的な中小零細な産業・企業の切捨て策を招いた。とはいえこ
の政策は、結果としては、同国のコスト引下げ・生産性の向上・国際競
争力の強化に繋がっていった。失業調査委員会が、このような手法を提
案したのは、前述のように、少なくてもかのJ．M．ケインズのかの一般理
論の主張より数年前であった。この委員会の提案の趣旨が現実に議会で
生かされたのは、1937年であった。その骨子は、予算収支は、必ずしも
1年を単位期間として均衡しなくてもよく、景気変動の1周期を1単位
期間として均衡を維持すれば良いこと、但し不況期の赤字を意識的に無
視することのないような付帯条件を付すべきであるということであっ
た。かの1．Kreuger事件を契機として同国でも、遅れた資本市場の整備
と公認会計士監査制度の在り方が改めて問われた。実業界と接点を有し
ていた0．Sill6nもまた、長らく関与してきたASEA社の監査役の地位
をその社会的・道義的な責任感より離れ、新たに、自分も含めた当時の
公認会計士4名と共に、SFEO（1932－1958）を設立した（14）。そしてこのよ
うな産業合理化政策と失業・景気対策は、例えば、1930年代中葉からの
原価計算の統一化・標準化運動（15）（STF－Planenの制定とAlbert　ter
Vehnのそれに対する論評など）、1938年の景気調整的な効果を狙った投
資準備金（16）や資本蓄積的な作用のある超加速度的なかの“自由償却”（de
fria　avskrivningarna）（17）という制度の、会計的な処理問題をも惹起する
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ことになるのであった。
　とはいえ第2次世界大戦の勃発は、スウェーデンにおける上記のよう
な一連の政策をそれ以上実施していくことを不可能とした。同国は、開
戦と同時にいち早く、スカンヂィナヴィア諸国と連携しつつ、中立宣言
をした。もとよりそれを維持することは、実質的には殆ど不可能であっ
た。如何なる事態に直面しても適度な妥協と適応の能力に優れた同国も、
他国による戦火と侵略の危機に晒され、戦時体制下で経済統制を余儀な
くされたのであった。そして大半の政策の実施は、戦争の終焉まで挨た
なければならなかった。
　当時のスウェーデンのこのような経済社会を背景として、幾度か反復
されたカリキュラムの改定作業による商業技術論／企業経済学における
教育・研究の変革の中でも、次節以下で取り上げる問題との関連で注目
するべき点は、1920年代後半にG．T6rnqvistが責任を負い、1930年代中
葉に流通経済学として命名されるようになった領域とそれに関連したマ
ーケッティング論（marknadsf6rninslara）の教育・研究が、1930年代後半
以後さしあたりは産業組織の領域が、そして後の1944年のカリキュラム
改革によって、企業経済学IIを学習する場合企業管理の領域が必須科目
となるに伴って、益々強化され、相対的に重視されるようになったこと、
かのF．W．　Taylorの影響は、残存していたが、1930年代の同国の合理化
運動の展開に呼応する新しい領域、例えば、当時のスウェーデンの産業
合理化路線の反映として台頭した一般的な企業管理上の諸問題とりわけ
その一つとして人的管理の強化に伴う人的労務管理問題に関する教育・
研究の領域も台頭し、例えばE．Mayorの著作「産業文明の人的諸問題」
（The　Human　Problems　of　an　Industrial　Civilization，　New　York，
1933）やF．J．　Roethlisberg＆W．J．　Dicksonの共著「管理と労働者」
（Management　and　the　Worker，　Cambridge，1939．）が引き合いにださ
れるようになってきたこと、更にまたこの時期より着手され、第2次世
界大戦の終焉の後に急速に進展する同国の社会政策と労働者の生活の動
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向を前提として、雇用者と賃金労働者との調整問題を教育・研究の対象
とし、H．Fayolの論文「産業管理一般」（Administation　industrielle　et
g6n6rale，　Bulletin　de　la　Soci6t6　de　l’lndustrie　Min6rale，1916：3，
Paris，1917）やC．　Barnardの著作「エグゼクティーヴの諸機能」（The
Functions　of　the　Executive，　Cambridge，1938）などにも教育・研究者
達の関心が向けられていったこと、こうした動向をうけて1930年代末葉
より1940年代中葉には、企業経済学に関するハンドブック（1945）の中で
も、産業組織論或いは人的管理問題を投影するような項目、例えば“人
的組織（Personalorganisation）”（Gunnar　Westerlund）、“産業心理学の
果たす役割（Psykologi　i　narlingslivets　tjanst）”（Alf　Ahlberg）のような
項目が、記載されるようになったことなどである。総じて言えば、この
時期には、一般的な企業管理問題及び企業組織に対する関心が増大し、
これに呼応して企業における人間関係論の問題に関する教育・研究も注
目されるようになったのであった。上記のSune　Carlsonが、ストックホ
ルム商科大学の教授職の地位に就任したとき、それは、かれが、同時に、
企業管理研究（f6retagsledningsstudier）に着手したときであった。更に
1940年代中葉に同大学でみられたもう一つの重要な問題は、同大学が、
博士号を賦与する資格を獲得したことであった。「通信販売、流通形態の
企業経済学的な諸研究」（Postorder，　F6retagsekonomiska　studier　6ver
en　distributionsform，　Stockholm，1949）という著作で著名なFolke
Kristenssonは、1946年に同大学の最初の学位取得者となった。
　ストックホルム商科大学は、上記のように既に1929年に「企業経済研
究所」を発足させ、更に1934年のカリキュラム改定以後、商業技術論／
企業経済学における教育・研究領域と教師陣の充実・拡大をはかってき
た。同大学は、1944年に改定したカリキュラムを実施するのに伴って、
この研究所の改革にも着手し、1949年にはそれを改組して「ストックホ
ルム商科大学経済研究所」（Ekonomiska　Forshningsinstitutet　vid　Han－
delsh6gskolan　i　Stockholm：EFI）とした。同大学は、このEFIの機構
32
を1944年に改定したカリキュラムと連動するように再編し、教育・研究
の一層の質的発展と深化を企てたのであったcf・9）
cf．9）同研究所の組織は、教授職に対応して各科目を区分して、人的管理と企業
組織（personal　administration　och　f6retagsorganisation）はGunnar　Wester－
lundが、会計及び財務（redovisning　och　finansering）はS－E．　Johanssonが、
費用・収益分析と経済管理（kostnads／intaktsanalys　och　administrative
ekonomi）はT．P．Frecknerが、流通経済学・経済構造及び市場政策
（distributions　ekonomi，　strukturekonomi　och　marknadspolitik）はF．　Kris・
tenssonが、心理学（pyskologi）はKarl・Erik　Warneryが、社会経済学（samhal・
lesekonomi）はArsar　Lindbeckが、各々担当してきた。
　ストックホルム商科大学の1940年代における企業経済学に関するこれらの
一連の変化と平行してかのEFIの活動もまた、新しい局面をみせた。少なくて
も1941年までこのEFIの運営は、この研究所の部長を除けば、学卒事務員
（amanuens）1名及び事務職員（skrivbitrade＞1名より構成された。これに対
して1941年より1948年にはこの研究所の活動は、拡大し、学卒事務員8名を雇
用した。そして1948年の同研究所の年次報告書は、この研究所の任務を修士及
び博士論文の審査問題と結合すれば、その一層の発展に利すると見倣した。商
業技術論／企業経済学という領域の持続的な拡大・発展の基盤とりわけ研究基
盤のそれが形成されたのは、この時期であった。
　新たに改組・名称変更された同研究所の組織は、教授職に対応して次の5つ
の部門より構成されることになった。
A一セクション：経営管理一人的問題（administrations－och　personalfr温gor）
　　　　　　　　の処理。G．　Westerlundが担当。
B一セクション：貸借対照表一及び財務問題（balans－och　finansierings－
　　　　　　　　fr邑gor）の処理。　S－E．　Johanssonが担当。
C一セクション：費用一及び所得問題（kostnads－och　intaktsfrAgor）を処理。
　　　　　　　　T．P．　Frecknerが担当。
D一セクション：流通一及び経済構造問題（distributions－och
　　　　　　　　strukturekonomiska　frligorを処理。当初はF．　Kristensson
　　　　　　　　が、後にはEarl・Erik　Warneyが担当。
E一セクション：市町村経済問題（地域経済問題）　（kommuanlekonomiska
　　　　　　　　fragor）を処理。　T．Thorburnが担当。
なおその後この研究所は、同大学の教授職の増加に伴い、更にセクションを追
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加。そのうちでも本稿と関連するものは次のセクション。
P一セクション：経済心理学（ekonomisk　pyskologi）問題を処理。　E－E．
　　　　　　　　　　　　Warneyが担当。
S一セクション：社会経済学（Samhallsekonomi）問題を処理。　A．　Lindbeck
　　　　　　　　　　　　が担当。
（F6retagsekonominsr6tter．，s．25．，Die　Entwicklung．，S．S．280－282．）
〈注〉
（1）Jan　Hensman，　Die　Entwicklung　der　Betriebswirtchaftslehre　in　Scan－
　dianvien　unter　besonder　BerUcksichtigung　Schwedens，1969，Leer／Ost・
　friesland，　ss．278－279．
②　ストックホルム商科大学の設立の経緯とその後の動向及び同大学で0．
　Sill6nが1912年に就任して以来1956年に退職するまでの一連の動向は、スウ
　ェーデンにおける商業技術論／企業経済学の形成に関連する問題に、その視
　角はどうあれ、何らかの形で言及している諸文献は、非常に豊富である。と
　はいえ同大学と0．Sillenとの関連について最も体系的で克明な文献は、こ
　の分野での権威ともいうべきEva　Wallenstedtの一連の労作を凌ぐものは
　ない。ここでは彼女のそうした労作の中でも本稿の執筆に当たって特に有益
　であった次の文献をあげておく。Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sill6n　Professor
　och　Praktiker－Uppsala，1988，0skar　Sill6n　Som　Docent　vid　Handel－
sh6gskolan　i　Stockholm，1912－1915，ss．1－83．，Working　Paper　1985／2，
　F6retagsekonomiska　Institutionen　Vid　Uppsala　Universitet，　Professor
　och　Praktiker／Revisor　och　Radgivare，　Tidskriften，　Balans，　F．A．R．，
　1989／12，ss．50－56。，1989，　ss．57－62．，o．s．v．
??
??
??
??
?
?????（（
（
（
（
　Ekonomutbildning　Fram　Till　1940－Talets　Mitt，
　Institutionen　vid　Uppsala　Universitet，　Working　Paper，1985／1，　s．2，5，
　0．S．V．
（8）Martin　Fritz／lngemar　Nygren／Sven・Olof　Olsson／Ulf　Olsson，　The
　Adapatble　Nation－Essays　in　Swedish　Economy　during　the　Second
Lars　Engwall（red），F6retagsekonominsr6tter，．s．20．
Lars　Engwal1（red），ibid．，s．21．
Eva　Wallenstedt　，　Oskar　Sil16，　Uppsala　，1989，　s．166．
Lars　Engwal1（red），ibid．，s．21．
Elving　Gunnarsson　，　Behandling　av　Kostnadsbegrepp　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　F6ret gsekonomiska
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World，　Almoqvist＆Wiksell　In　ternatioal，Stockholm／Sweden，1982，同
　著は、直接的には、その副題が表示するように、主として第2次世界大戦中
　のスウェーデンが、国策・国益上採択した中立維持政策の下での同国の経済
　的な諸問題をテーマとしている。この大戦中に同国が、如何に巧みに戦時状
　況を利用或いはそれに適応しながら、戦後、早急に経済発展を遂げるための
　基礎を築いていったかということは、広く知られるところである。とはいえ
　このような適応性は、この時期の問題に限定されない。同国の近代的な工業
　化過程において、その推進力の一つである技術革新について、次節でみるよ
　うに、例えば、諸外国で発明・開発された科学技術の遺産を同国が、自国の
　経済・社会・自然的な諸条件の下で、自国に適用可能なように修正し、更に
　それを改良していったかということを想起すれば、「適応」は、同国の伝統的
　な国民性の一つであると言えるであろう。
（9）　Lars　Engwall（red），s．22．
（10）　Lars　Engwall（red），s．25．
（ll）　Lars　Engwall（red），s．24．
⑫　かれの自殺事件に象徴されるような当時の同国の経済社会の状況につい
　ては、同時代に関する経済史・国民史・その他の歴史関連の諸文献は、程度
　の差と力点及び視角の相違はあっても、大抵、触れている。とはいえ本稿を
　執筆する上で最も有益で体系的な文献は、Karl－Gustaf　Hildebrand，　Expan・
　sion　Crisis　Reconstruction　1917－1939，　Liber　F6rlag，1985，　Part　II．The
　Kreugr　peroid，　pp．63－240．であった。
㈱　スウェーデンがこのような政策策定には、ストックホルム学派と言われる
　人々とりわけその巨匠の一人であD、1930年代の社民党政枚のブレインとし
　てその政策策定に尽力したG．Myrdalが、その主著の一つで導入したかの
　ex－ante－ex－postの概念が、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成
　の諸契機の一つとして利用されたことは、本稿の第2節との関係で注目に価
　する。
（14）Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sill6n，　Uppsala，1989，s．32．
㈲　Utarbetad　av　Sven　Sternberg，　Merkanfδrbundets　Normalkontorplan，
　Sveriges　Mekanf6rbund（inkl．Bilagor　med　bokf6ringsexempel），Stock・
　holm，1947，この運動は、スウェーデンでは第2次世界大戦後の新しい状況
　の下でいわゆる管理会計的な情報システム論を更に展開する起点の一つと
　なった。同国のこの領域での最新の成果の一つは、ストックホルム商科大学
　のLas　A　Samuelsonの意欲的な著作の一つ「会計情報諸モデル、スウェー
　デンの事例」（Models　of　Accounting　Information　Systems，The　Swedish
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　Case，　Studentlittertur，1900．）であろう。
（16）この問題については別稿を予定しているが、Sune　Kellgrenの著作「景気
　循環的な投資準備金とそれらの会計技術的な問題」（Om　Konjunkturinves－
　terings　Fonder　och　Deras　Redovisningstekniska　Problem，
　Hanelsh6gskolans　i　G6teborg　Skpriftserie，　Nr．7，1959）やSvenErik　Jo－
　hansson／Hans　Edenhammarの共著「投資準備金の収益性」（lnvestering－
　fonds16nsamhet，　EFI　，　Norstedts，1968）などは、この領域の問題を取り扱
　った代表作である。
（17）この問題についても投資準備金の問題と併せた形で、別稿を予定している
　が、例えば、Nils　Vasthagenの著作「自由償却：1938－1951、第1部、産業」
　（De　fria　avskrivningarna，1938－1951，F6sta　delen，　Industrin，1953）「同、
　第2部、船舶」（Andra　delen，　Rederierna，　EFI．，Lund，1956），Gerhard
　G．Mueller，　Accounting　Practices　in　Sweden，　Internatial　Business
　Series，　No．2。，　University　of　Washington，1962，　pp．16－17．，Gustaf
　Hedborgの著作「減価償却法等の限定」（Den　begransade　avskrivningsr
　atten　m．m．，Norstedts，　Stockholm，．1952）などは、この種の領域の代表
　的な著作である。
（3）　「イェテボリィェ商科大学」の設立とその後の動向
　スウェーデンの高等商業教育・研究機関の制度的な整備にとって、上
記のストックホルム商科大学の設立とその後の動向と並んで、次節以下
とりわけ第3節との関係で、若干、注目しておきたいのは、伝統的に港
湾・貿易都市として発達してきたスウェーデン西部に所在するイェテボ
リィェにおける商科大学の設立とその後の動向である。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成したがってまたその一
環としての会計学の形成の基本的な動向を大まかに把握しようとする場
合、それは、上記のストックホルム商科大学の設立の経緯とその後の動
向を辿るだけでも、さほどの誤りをおかすことにはならないであろう。
とはいえ、本稿の第3節で問題とするように、同国の会計学の形成の主
要な担い手が、ストックホルム商科大学でこの領域の教育・研究の形成
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を支えてきたO．Sill6nとイェテボリィエ商科大学のA．　ter　Vehnであ
ったという事実を想起するとき、ここでイェテボリィェ商科大学の設立
とその後の動向を極く簡単に顧みることは、それなりの意味があるであ
ろう。そのためここでは、スウェーデンにおいて商業技術論／企業経済
学の教育・研究について、両大学以外の教育・研究機関が着手・形成し
てきた教育・研究の動向は、殆ど考慮外におく。この領域の教育・研究
上先導的な役割を果たしたストックホルム商科大学に対して、イェテボ
リィェ商科大学は、後発大学として、時期的にその設立も、ストックホ
ルム大学のそれよりも、およそ10年程度遅れた。そのため両大学が設立
された当時のスウェーデンの経済社会の一般的な動向も、決して同一で
はなかった。ストックホルム商科大学の設立期のそれは、委細は別とし
て、総体的にはスウェーデンが近代的な工業化の過程を一先ず経過し、
対外的には産業の特化などを通じて国際競争が可能となる基礎を固めな
がら、新しい状況下の国際市場への参入の途を模索しつつある時期であ
り、対内的には、例えば1909年のゼネストに象徴されるように、近代的
工業化過程の進展に必随する様々な経済的・政治的・社会的な諸問題の
処理に苦渋するようになった時期であった。しかも同国は、一般には、
第1次世界大戦で中立政策を維持し、その結果として国富の蓄積を推進
したと言われているが、事実は、必ずしもそうではなかった。例えば1920
年代前半の救貧法的な失業対策の施行にみるように、その経済動向は、
当時の国際経済的な諸条件と連動しながら、決して順風に吹かれていた
わけではなかった。これに対してイェテボリィェ商科大学の設立期のそ
れは、もとより基本的にはストックホルム商科大学の設立期以来の動向
と外見的には格段の差があったわけではないが、それでも第1次世界大
戦後の戦後処理を経ていわゆる相対的な安定期を迎える時期（組織化さ
れた資本主義への移行期の準備段階）のそれとして、ストックホルム商科
大学の設立当時の状態とは、相違していた。とりわけ20世紀初頭頃より
スウェーデンは、第1次世界大戦後の傾向的な不況の下で産業合理化運
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動に着手し、その下で、益々、特化される幾つかの種類の工業製品の輸
出による貿易立国として、その地位を確立・強化していった。そしてこ
の合理化運動は、1930年代には、もとより1920年代中葉頃に開始したそ
れとは、質的・量的に相違するものであったが、一層進展した。とはい
え同国の経済社会の基本的な動向は、遅れて到来した1929年の世界恐慌
の余波が同国にも打撃を与え、イギリスに追従して、いち早く金本位制
を離脱（1931年）して、いわゆる組織化・計画化・管理化された資本主義
国として本格的な第一歩を踏みだすまで、経済社会の枠組の構造的な変
革を伴うことはなかった。そのためここでは、イェテボリィェ商科大学
の設立時の経済的・政治的・社会的な諸条件も捨象する。このことによ
って両大学が所在していた、ストックホルムとイェテボリィェという両
都市の経済地理的な諸条件も、無視されることになるが、それもまた、
本稿の趣旨との関連では、許容してもよいであろう。ここでイェテボリ
ィェ商科大学の設立とその後の動向を顧みるのは、主として本稿の第3
節で触れるAlbert　ter　Vehnが、長期にわたって同大学の商業技術論／
企業経済学の教育・研究の主たる担い手として、とりわけ産業合理化運
動の一環としての実際原価計算の標準化問題に関する教育・研究を推進
したこと、そしてそれは、この領域に関するスウェーデンのその後の発
展に多大に寄与することになったからである。
　イェテボリィェ商科大学は、20世紀初期に開始したストックホルム商
科大学の設立準備運動に呼応して、同市の卸売商Axe1　Carlanderが、既
に1906年に、同市の市議会の議長として、イェテボリィェ商科大学の設
立に関する議案を議会に提案したことに始まる。
　この提案に先立って1901年にAugust　R6hssは、当時のイェテボリィ
ェに既存していた「イェテボリィェ単科大学」（G6teborgs　H6gskola）
に、場合によっては新たに3つの教授職を設置し、同市の高等商業教育・
研究のために協力することを目的として、寄附金を提供する用意のある
ことを表明していた。Axel　Carlanderは、1906年の議会に議長としてイ
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エテボリィェ商科大学設立の議案を提案するに当たって、この寄附金問
題を引き合いにだし、かれの議案に対する議会の賛同を求めた。とはい
え議会は、この議案を否決した。その理由は、既にストックホルム商科
大学が設立準備に向けて行動していること、そのため同市が必要とする
高等商業教育・研究機関による人材の育成は、さしあたリストックホル
ム商科大学に委ねるということであった。それでも同市の市議会は、
Axel　Calanderの議案の否決後も、同市における高等商業教育・研究機
関の設置の可能1生を探り、そのため「調査委員会」（utredningskommitt－
6e）を設置した。1910年にこの調査委貝会は、既にイェテボリィェ周辺を
中心とした商業活動に従事している有能な若者のために、いわゆる「高
等商業課程」（handelsh6gskolekurser）と呼ばれる高等商業・教育制度を
導入する提案をした。同時にこの調査委員会は、港湾・貿易都市として
の同市のより古い歴史を念頭において、領事及び領事館員の教育の改善
という問題も討議し、イェテボリィェの高等商業教育・研究は、ストッ
クホルム商科大学の設立準備過程で棚上げされてしまったこれらの人々
の教育も引き受けるべきであることを主張した。そして1914年に調査委
員会による高等商業課程に関する提案は、領事Johan　Ekmanの財政的
援助（寄附金）によって、部分的ではあるが、実施に移してもよいことを
ようやく承認された。この承認によって高等商業課程は、1915年秋期よ
りさしあたり夜間課程として出発とした。そしてこの高等商業課程は、
当初企画されたイェテボリィェ商科大学設立案を、将来、国家が正式に
承認し、同大学の設立が可能となった場合には、同大学の固有な教育・
研究の領域の一環として、組み込まれる筈となっていた。このような紆
余曲折の過程を経て念願のイェテボリィェ商科大学が設立されたのは、
1920年であった。これに伴って上記の高等商業課程は、予定通り、その
まま同大学に吸収され、1923年まで存続した。
　イェテボリィェ商科大学は、ストックホルム商科大学と同様に、設立
当初は、私立大学として出発した。同大学への入学志願者数は、さしあ
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たり設立以前に期待されていた程には多数ではなかった。とはいえ時代
と共に志願者数は、増加傾向を辿った。そのため同大学は、1939年に、
ストックホルム商科大学の場合と同様に、定員制を導入したcLl）。同大学
は、この定員制を、慢性的な教室不足という問題が校舎の新築によって
暫定的に解決する1952年まで維持した。しかも同大学の設立・運営の基
金は、設立当初より、年々上昇する財政的な需要を賄うには潤沢ではな
く、不断に赤字に見舞われた。そのため同大学は、1953年に予算と人事
の決定権を国家に委譲し、1961年に最終的に国立大学として、その管理・
運営を国家の管轄に委ねるようになったω
cf。1）イェテボリィェ商科大学の学生数は、例えば、1923年より24年の学期には
11名、1924年より1925年の学期には9名、1933年には100名であった。（F6retag－
sekonomisrδtter．，s．25．）
　イェテボリィェ商科大学は、その設立に当たって同大学の教育・研究
の目標とその方向性を、基本的にはストックホルム商科大学のそれとほ
ぼ同一な目標・方向性に求めた。即ちぢ同大学は、ストックホルム商科
大学と同様に、産業指向的なものを教育・研究の基本的な理念としつつ、
高度に専門化された実践的な教育・研究機関として存立することを求め
た。もとより両大学が、このような教育・研究の基本的な理念に沿って
行う教育・研究の具体的・直接的な狙いは、相互に、若干、相違してい
た。ストックホルム商科大学の場合それは、その創設者M．Wallenberg
が財閥銀行の重役であることから、工業生産及び銀行制度に関する高等
教育・研究機関として存立することに力点をおいたのに対して、イェテ
ボリィェ商科大学の場合それは、港湾・貿易都市の卸売業者によること
からスウェーデンにおける将来の商人達が、同国の商業界の中で指導的
な役割を果たし指導的な地位を占めることが可能となるような教育・研
究機関として存立することに照準を定めた。
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　とはいえイェテボリィェ商科大学は、その設立当初、さしあたりスト
ックホルム商科大学のカリキュラムをモデルとして、教育期間2年間、
教育・研究領域を主として統計学を含む国民経済学、経済地理、商業技
術論、法律学、語学としたcf・2）。同大学の設立当初のカリキュラムの委細
は、定かではないが、少なくても設立後およそ10年程度経過した1929－
1930年の学期には、商業技術論／企業経済学の教育・研究に関するかぎ
り、それは、営業管理技術論（affarsf6rvaltnigs　teknik）と営業取引技術
論（affarstransaktionernas　teknik）という二つの領域に区分されてい
た。会計学関連科目は、前者の領域に属する科目の一つであった（3）。
cf．2）イェテボリィェ商科大学がこの頃に商業技術論／企業経済学の教育・研
究対象としたこの二つの領域即ち営業管理技術論と営業取引技術論は、概略、
各々、次のような科目を含んでいた。
　営業管理技術論：企業会計学（f6retagets　rakenskapsvasen）一簿記論及び
貸借対照表論（bokf6rins－och　balanslara）・実際原価計算及び記帳事務機構
（sjalvkostnadsberakning　och　bokf6rinsarbetets　organisation）、価格政策
（prispolitik）、財務技術論（finasieringsteknik）、その他の組織問題（6vriga
organisationsproblem）等。
　営業取引技術論：購買契約論（laran　om　k6peavtalet）（特に国際取引）、支払
手段論及び支払方法論（laran　om　betalningsmedel　och　betalningsmetoder）、
外国為替取引業務技術論（laran　om　arbitrageffarernas　teknik）、商品取引一
及び株式取引論（laran　om　varu－och　fondb6rsera）、商品取引業務に関するそ
の他の諸機関論（laran　om　andra　institutioner　i　varu　handels　tjanst）等。
（F6retagsekonminsr6tter，　s．22．）
　イェテボリィェ商科大学の設立当初、さしあたり商業技術論／企業経
済学を担当したのは、当時、「マンハイム商科大学」（Handelsskolan　i
Mannheim）の教授であったWalter　Mahlbergであった。次いで1926年
にその地位を継承したのは、本稿の第3節でその役割を概観するAlbert
ter　Vehnであった。ドイツで生誕したかれは、　W．　Mahlbergの門下生
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として、フランフルト大学の博士号取得者であり、当時、「ニュルンベル
グ商科大学」（Handelshδgskolan　i　NUrnberg）の助教授に就任してい
た（4）。かれは、イェテボリィェ商科大学に教授として招聰されて以来、
1949年までそこに留まった。本稿の第3節でみるように、かれの教育・
研究の領域は、比較的多面にわたったが、かれの名声を最も高めたのは、
かのスウェーデンにおける産業合理化運動の一環として開始した実際原
価計算の標準化問題への関与であった。W．　MarhbergもA，　ter　Vehn
も、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の最初の教授と
して就任したE．Walb及びその地位を継承したO．Sill6nと共に、　E．
Schmalenbachの門下生であり、この領域におけるドイツの教育・研究の
風土の中で育成され、その遺産を継承していた⑤。
　ストックホルム商科大学が、設立当初よりおよそ20年間経過した頃、
その教育・研究機関としてその内容を充実・拡大したいったのに対応し
て、イェテボリィエ商科大学でもまた一連の制度的改革と拡大に向かっ
た（6）。
　イェテボリィェ商科大学は、商業技術論／企業経済学の教育・研究の
教授を、当初より、客員教員を除いて、自らの裁量で賄うことができた。
同大学は、1930年代の中葉に助教授1名をこの領域の教育・研究の担当
者として新たに雇用し、更に1944年より45年には、教授職1名の他に4
名の助教授を新たに雇用したの。
　イェテボリィェ商科大学もまた、ストックホルム商科大学と同様に、
上記の注記で提示したような、設立当初のカリキュラムの部分的な改正
を行いながら、次第に体系的な整備と質的・量的な充実・拡大をはかっ
ていった。とはいえその正確な時期も体系化の全貌も定かではない。そ
れにも拘わらず同大学は、1939年より1938年の年次報告書によれば（8）、少
なくてもこの学期には、既に流通経済論と広告技術論という科目を設置
しており、それらの科目をカリキュラム上とりわけ重視し、またかって
は高学年の科目として設置していた企業経済学の演習では、学生達に、
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一般的な産業・企業経済学に関する学習を基礎として、流通経済学の領
域で当時新たに登場しつつあった諸問題に取り組む選択の可能性を賦与
するなど、傾向的にこの種の科目に力点をおいた。更に同大学は、1944
年より1945年の学期には流通経済論と外国貿易を一層重視するようにな
り、その教育期間も3年間に延長した（9）。
　この頃のイェテボリィェ商科大学の商業技術論／企業経済学のカリキ
ュラムをストックホルム商科大学それと比較すると、短期的視点に立っ
た最大の相違は、前者の大学は、経営管理及び人的諸問題に関する教育・
研究を全く欠如していたのに対して、後者の大学は、これらの領域に関
する教育・研究をかなり重視していたことである。とはいえ幾年か後に
はこのような相違も消失した。即ちイェテボリィェ商科大学も、演習に
関する関する6つの科目の中に人的管理及び商業教育（personalad－
ministration　och　handelsundervisning）という科目を設置したのであっ
た（10）。
　イェテボリィェ商科大学は、その後、第2次世界大戦の終焉後間もな
くカリキュラムの改定に着手し、商業技術論／企業経済学という教育・
研究領域を、会計及び財務（redovisnin　och　finansiering）と流通経済学
（distributionsekonomi）に二分した。前者を担当したのは、同大学に就任
以来依然としてその地位にあったA．ter　Vehn（かれは、この領域を1949
年まで担当）、またこの領域に関連した原価計算及び予算統制の問題を担
当したのは、当時の若手で、費用・収益分析の専門家であった、前述の
A．Danielsson、後者を担当したのは、さしあたり助教授資格によるUlf
af　Trolle（かれは、1952年には流通経済学の教授職に就任）、またこの領
域に関連した管理という科目を担当したのは、Walter　Goldbergであっ
た（11｝。組織論という科目の取扱いは、ストックホルム商科大学のそれに
類似していた。同大学は、更に1963年にこれらの領域の拡大を考慮して、
前者の領域を会計及び原価計算（redovisning　och　kalkylering）、後者の
領域を流通及び管理（distribution　och　administration）という名称に変
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更した。引き続き同大学は、1966年にこれらの領域を各々独立した科目
として設置し、カリキュラム上の体系化を図った（12）。
　同大学の設立以来変更のなかった科目は、国民経済学、経済地理、法
律学であった。同大学が流通経済学の領域において教授職を設置したこ
とは、同大学の「流通経済及び経営経済研究所」（Institutet　f6r　Dis－
tributionsekonomi　och　Administrativ　Forshning：IDAF）の設立（1953）
の引きがねとなった（13）。この研究所の設立に先立って既に1950年には
NilsVasthagenは、その学位論文「管理簿記及び営業簿記における所得
一及び支出概念」（Inkomst－och　utgiftbegreppen　i　f6rvaltningsb6kf6r－
ing　och　affarsbokf6ring）で同大学の博士号を取得し（14＞、その栄えある
未来を約束されていたcf・3）。
cf．3）ここで付言ながら、スウェーデンにおける初期高等商業の教育・研究の台
頭、それを背景とした高等商業の教育・研究の本格的な着手及びその後の同国
におけるこの領域の発展との関連で画期的な意味を持ったストックホルム商
科大学とイェテボリィェ商科大学の設立とその後の動向と関連して、商業技術
論／企業経済学として生成・発展してきた一連の動向に連動した、その他の高
等商業教育・研究機関の一連の動向の一つに簡単に触れておく。
　それは、かの「ストックホルム工科大学」（Kungliga　Tekniska　H6gskolan：
KTH）が着手した教育・研究体制の改変である。同工科大学は、世紀の転換期
に時代の要請に応じて、産業経済（industriell6konomi）1．IHII及び簿記とい
う科目を設置し、工科大学という立場より、いわゆる商業技術論／企業経済学
の問題に取り組んだ。その後同大学は、1931年のカリキュラム改定でこれらの
科目を統廃合した。その結果、新たに設置された科目編成は、産業経済、組織
論、建築組織論（byggnadsorganisation）となり、その担当者としてさしあたり
スウェーデン産業連盟の情報サーヴィス機関であるAB．　Industribyr邑の組織
部長Tarras　Sallforsが、専任講師として就任した。この改革は、同大学が1929
年以後幾度か産業経済及び組織論に関する教授職を設けることを考えてきた
ことに、部分的に応えるものであった。その後1937年及び1938年にスウェーデ
ンの産業界特にその代表である産業連盟と「技術連盟」（Teknologf6rening）と
は、同大学が、この領域について教授職を設置したいという意向を支援し、幾
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度か人選をめぐる折衝の労をとった。それは、De　Geerによれば、1920年代中
葉以後のスウェーデンにおいて進展した合理化運動の下で同大学が切望して
いた専門化への要請が、公的に明確に承認されたことを意味した。この人選を
めぐる多少の曲折の後に、これまでこの科目の担当者であったTarras　Sall－
forsが教授職に就任し、1945年にはR．Kristenssonが、その地位を継承した。
（F6retagsekonominr6tter，　s．23．）因みに言えば、ストックホルム大学やウッ
プサラ大学で商業技術論／企業経済学の本格的な研究・教育が開始するのは、
およそ1960年代後半である。
　ところで1940年代中葉頃のスウェーデンにおける商業技術論／企業経
済学の教育・研究の内容を、およそ35年位前のそれと比較すると、その
間の量的・質的整備は、非常に顕著であった。（例えば幅広い資料収集、
学生用プリントと教科書の整備、各種の研究資料の整備と研究など。）ス
ウェーデンで商業技術論より出発しこれを企業経済学という名にまで高
め、その研究目標と方向性を規定したのは、全体としてのスウェーデン
の経済社会とその下での主要な経済主体としての個々の私的企業が要請
した一連の研究一刊列えば会計と費用分析、産業計画と組織、商品流通の
構造とその費用・収益研究など一の着手・進展の結果であった。スウェ
ーデンの商業技術論／企業経済学は、本稿の第2節でみるように、この
要請に応えて、簿記・会計問題の領域におけるドイツのいわゆる経営経
済学の教育・研究の成果、主としてアメリカ的な科学的管理法と商品流
通に関する手法、危険・不確実性の概念や独占的競争の理論等一連の経
済理論上の研究成果（とりわけG．Myrdalのex・ante－ex　postの概念）
を導入・援用しつつ、理論的な体系化と深化を遂げたのであった。
　世紀の転換期より商業技術論として出発した企業経済学は、当初は、
簿記・会計的な領域の研究を中心に、1920年代には商品流通の研究を中
心に、そしてその過程を経て1940年代中葉には経営管理と人的組織
（administration　och　personalorganisation）問題へと領域の量的拡大と
質的深化を図ってきた。それらは、何れも、全体としてのスウェーデン
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の経済社会とその下での主要な経済主体としての個々の私的企業の必要
性に触発されたものであった。そして企業規模の拡大と巨大化に伴って
より一層重要な問題となったのは、経営管理と人的組織の問題であった。
LOとSAFとが、かの「第1次サルツフェバード労働協定」（det　f6rsta
Saltsj6badenavtalet：1938年12月）を締結したのは、このような状況の
下においてであった㈹。この協定に対する評価は、第2次世界大戦後同
国で展開される経済計画化・賃金一及び労使問題等をめぐる一連の動向
に関する見解の相違によって必ずしも同一ではない。とはいえ少なくて
もそれは、私的企業の経営者と被雇用者との関係についての全く新しい
時代を画するものとなった。この協定は、その後次第に新しい補完的な
契約を付加しつつ、その内容を整備していった。その中でも1946年の「企
業局協定」（F6retagsnamndsavtalet）は、商業技術論／企業経済学の領域
を重視した。その理由は、契約締結のための下準備と契約締結後必要と
なる事後教育（den　efterutbildningsverksamheten）の問題に、同局が関
心を寄せていたからであった。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学において新しい領域となった
経営管理問題の領域は、本稿の第2節でみるように、アメリカから非常
に多大な影響をうけたが、それのみならずイギリスからの影響もうけた。
例えば、非常に少数にせよ、スウェーデンの教育・研究者の幾人かは、
いわゆる西洋諸国の電気設備・装置に関する調査・研究の概説を含んだ
Elton　Mayorの「産業文明の人的諸問題」（The　Human　Problems　of
Industrial　Civilization　，1933）や、　Roethlisberg＆Dicsonの共著「経営
と勤労者」（Managemt　and　the　Worker，1939年）の出版を知り、関心
を抱いていた。とはいえこれらの著作がより一層現実味をもってスウェ
ーデンで注目されるようになるのは、第2次世界大戦末期であった。更
にスウェーデンの商業技術論／企業経済学に関する教育・研究者達は、
H．Fayolとの関係で、アメリカ及びイギリスの軍事産業の人的管理問題
に関する幾つかの新しい報告特にE．Mayor及びHarvard大学のかれ
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の同僚者達のそれ及びイギリスの医学・薬学関連者達の手によるそれに
も注目した。スウェーデンの商業技術論／企業経済学が、国民経済学よ
りもその他の社会科学の影響をうけるようになったのは、1940年代中葉
頃からであった。そしてスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学
の各種の領域の教育・研究者や実業界の人々が、経営管理問題に関する
最初の教育・研究及び実際的な調査に着手するのは、1940年代中葉頃か
らであった。例えば、1944年にスウェーデンの最大企業12杜とストック
ホルム商科大学とのユニークな共同研究としての企業管理問題に関する
研究グループ（Studiegruppen　f6r　administrativa　fr邑gor）が形成された
ことやその2年後にGunnar　Heckscherの著作「国家と組織」（Staten
och　organisationen，1946，　Stockholm）及びSune　Carlsonの著作「経
営管理と企業の指導者」（F6retagsledning　och　F6retagsledare）が出版
されたのは、その左証の一つであった（16）。
〈注〉
（1）同大学の設立の経緯については、主としてDie　Entwicklung．，ss．285－
　286。，Redigerat　av　Rupert　Beije，　Svenskt　Affarslexikon　Handbok　F6r
　Affarsman－，　Med6n　F6rlag・Stockholm．，1948，　s．200．による。
（2）Lars　Engwall（red＞，F6retagsekonominsr6tter，　s．22．
（3）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．22．
（4）Zur　Geschichte　der　Betriebswirtshaftslehre　in　Schweden．En　Oberblick
　uber　die　betriebswirtschaftliche　Literarur　Schwedens　bis　zum　Jahre
　1900”，Zeitchrift　fttr　Handelswissenschaft　und　Handelspraxis，　Heft　2
　und　4，　SS・51－610ch　118－124　（en　svensk　6versattning　finns　i　Sill6n，
　1943，　ss．47－81．）
（5）　Lars　Engwall（red），ibid。，s．22．
（6）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．25．
（7）　Lars　Engwal1（red），ibid．，s．26．
（8）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．26．
（9）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．26，
（10）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．26．
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（11）
（12）
（13）
（14）
Jan　Hensman，　Die　Entwicklung．
Jan　Hensman，　ibid．，s．286．
Lars　EngWall（red），ibid．，s．26
Lars　Engwall（red），ibid，，s．26．
　s．285。
・
　Redigerat　av　Rupert　Beije，　Svenskt
　Affarslexikon－Handbok　f6r　Affarsman－，Med6ns　F6rlag・Stockholm，
　1948．，s．200．
（15）Lars　Engwall（red），ibid．，s．39．この協定の内容及びその制定に関連し
　た当時のスウェーデンの経済的・政治的・社会的な動向については、第2節
　で一瞥する。
（16）　Lars　Engwall（red），ibid．，s．39．
